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小項目１  

 

中
期
目
標 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

企業支援ネットワークの中心的機関として、研究開発、技術支援、事業化支援、人材育成、連携交流の５本の柱で、基礎研究から事業化までの一連の支援に取り組むことにより、県内産業と科学技術

の振興及び豊かで質の高い県民生活の実現を図る。 

１ 新たな成長産業の創出と社会課題の解決に向けた研究開発 

社会の在り方に大きな影響を及ぼす先端技術が、今後多様な産業や社会生活に急速に浸透する。併せて、カーボンニュートラルの実現に向けて、モビリティの電動化や再生可能エネルギーの普及が

加速するとともに、サーキュラーエコノミーに向けた経済活動のパラダイムシフトが見込まれる。こうした Society 5.0 やＳＤＧｓの取組における中核的な技術をはじめとして、持続可能な健康長寿
社会の実現に資するライフサイエンス分野など、様々な社会課題の解決や県民生活の向上につながる研究の開発を推進する。 

また、基礎研究、応用研究、実用化研究に切れ目なく取り組み、知的財産を創出するとともに、その研究シーズを企業等の新技術や新サービスの開発に結びつける。 

スタートアップやベンチャー企業の創出を推進し、県内産業の新陳代謝を促すことで、新たな成長産業の創出と、イノベーション・エコシステムの構築に取り組む。さらには、創出したベンチャー
企業に対する出資を目指す。 

一方、県内企業等が直面する事業環境の急速な変化に対応するため、将来的に不可欠となる技能のデジタル化やデータ活用、先端技術における重要部素材の開発など、新たな基盤的課題への研究に

取り組む。 

特に、ライフサイエンス分野における有望技術について、事実上の国際標準となり得る評価法の開発研究を推進し、企業等の新たな技術や製品の信頼性の向上を図る。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第１ 住民に対して提供するサー

ビスその他の業務の質の向上に関
する目標を達成するためとるべき
措置 

 

１ 新たな成長産業を創出する研
究開発 

神奈川県が中心となって進める
「京浜臨海部ライフイノベーショ
ン国際戦略総合特区」と「さがみ

ロボット産業特区」を両輪とした
新市場・新産業の創出につなげる
研究開発を重点的に実施する。 

大学等の有望な研究シーズを企業
等への技術移転などにつなげる
「プロジェクト研究」、Society 5.0

やＳＤＧｓ等の開発ニーズへの支
援充実を図る「重点課題研究」を
行うことにより、大学等の研究シ

ーズと企業等の開発ニーズの双方
向から研究成果の社会実装を図っ
ていく。研究分野としては、ライ

フサイエンス、エネルギー、環
境、新素材、ロボット、生産技術
等を重視して取り組む。 

特に、ライフサイエンス分野の
研究については、第一期中期計画
期間に開発した抗菌・抗ウイルス

や食品分野に対する評価法におけ
る知見を活かし、新たに創薬や新
規医療のための物質や細胞等の有

第１ 住民に対して提供するサ

ービスその他の業務の質の向上
に関する目標を達成するためと
るべき措置 

 

１ 新たな成長産業を創出する
研究開発 

大学等の有望な研究シーズを
育成し企業等への技術移転につ
なげる「プロジェクト研究」

や、県の施策（脱炭素、ＡＩ・
ＩｏＴ、ヘルスケア・未病な
ど）と密接に連係し、Society 

5.0 やＳＤＧｓ等の将来的な社
会的課題に対応する「重点課題
研究」を推進し、研究シーズと

開発ニーズの双方向から研究成
果の創出とその社会還元に取り
組む。研究分野としては、

Society 5.0 が目指す社会の実現
やＳＤＧｓに貢献する産業界を
支えるべく、ライフサイエン

ス、エネルギー、環境、新素
材、ロボット、生産技術等を重
視する。 

特に、ライフサイエンス分野
の研究及び脱炭素社会実現に向
けた研究開発を強化する。 

また、産業界の新たな成長分
野を創出していくために、研究
成果の活用を目指して設立され

第１ 住民に対して提供するサービスその

他の業務の質の向上に関する目標を達成す
るためとるべき措置 

 

 

１ 新たな成長産業を創出する研究開発 

３段階ステージゲート方式に沿い、新規

テーマの募集からステップアップに至るま
で、適切な研究テーマの公募・採択及び進
捗管理を実施した。テーマ選考においてよ

り公平性と客観的性を確保するため、選考
委員会を外部専門家のみで構成する体制に
変更した。公募に際しては、プロジェクト

の研究成果をＫＩＳＴＥＣのコア技術とし
て活用していくため、令和６年度から技術
部職員が参画する方式を新設し、令和７年

度に初の応募があった。 

３段階目の実用化実証事業の２つ（次世
代半導体用エコマテリアル、毛髪再生医療

実証）のプロジェクトは、企業による実証
フェーズに移行し、研究成果の出口を複数
（企業コンソーシアム、臨床展開、評価法

開発等）作ることができた。 

また、再生医療等製品の市場拡大を睨
み、細胞の品質評価法開発に注力した。殿

町地区で蓄積してきたライフサイエンス研
究基盤を活かして厚生労働省「創薬クラス
ターキャンパス整備事業」の採択を受け、

主に資金力や人材に乏しい創薬スタートア
ップを対象とした共用ラボの整備と、再生
医療に用いる細胞の品質評価に関わる人材

 

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

(1) プロジェクト研究 

社会課題解決や県民生活の向上に役

立てるプロジェクト研究を推進する上

で重要な視点となる公平性と客観性を

今まで以上に確保するために、研究テ

ーマの選考やステージゲート審査の方

式を改善したことを評価する。 

ステージゲート３段階目の実用化実

証事業の２つ（次世代半導体用エコマ

テリアル、毛髪再生医療実証）のプロ

ジェクトにおいて、企業による実証フ

ェーズに移行し、研究成果の出口を複

数（企業コンソーシアム、臨床展開、

評価法開発等）作ることができた。 

特に「毛髪再生医療実証」グループ

は、令和８年度からは政策課題研究

「毛髪再生・バイオアッセイ」グルー

プとして、企業等からの受託収入等を

得て運営する形態へと発展させた。こ

のように、研究成果の出口を複数（企

業コンソーシアム、臨床展開、評価法

開発）作ることができた。これらＫＩ

ＳＴＥＣで開発した材料や研究成果を
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用性を評価するスクリーニング手
法の開発等への展開を図ってい

く。 

また、研究成果の活用を目指す
ベンチャーの創出を支援し、研究

開発資源の好循環によるイノベー
ション・エコシステムの構築に取
り組む。 

【成果創出実績件数 】 

中期計画期間中 2,605 件 

【成果普及実績件数 】 

中期計画期間中 408 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) プロジェクト研究 

大学等の有望な研究シーズを育
成し、社会課題の解決や県民生活
の向上に役立てるプロジェクト研

究を推進するため、３段階ステー
ジゲート方式（※１）に沿って、
長期間にわたる研究の運営管理を

適切に行う。 

また、京浜臨海部ライフイノベ
ーション国際戦略総合特区におい

て蓄積したプロジェクト研究基盤
を活かして、未病改善や未知のウ
イルスに関連した新製品に対する

新たな評価法開発研究（※２）を
推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

たＫＩＳＴＥＣ発ベンチャー企
業の活動も支援していく。 

 

 

 

 

 

 

【成果創出実績件数】 

令和７年度中 527 件 

【成果普及実績件数】 

令和７年度中 83 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) プロジェクト研究 

・ 大学等の有望な研究シーズを
育成し、社会課題解決や県民生
活の向上に役立てるプロジェク

ト研究を推進する。 

・  ３段階ステージゲート方式
（※１）に沿って、新規テーマ

の募集から、ステップアップま
で、適切な研究テーマの公募・
採択、進捗管理を行う。 

 

 

・ 研究成果をＫＩＳＴＥＣのコ

ア技術として活用していくた
め、研究シーズ段階から技術部
との連携を図る。 

・ 殿町地区において蓄積してき
たライフサイエンス研究基盤を
活かして、抗菌・抗ウイルスや

未病改善、創薬・再生医療・細
胞医療等に対応した製品を評価
するライフサイエンス評価法開

発研究事業（※２）に取り組
む。 

 

 

 

 

 

育成を実施し、研究を起点とする産業創出
へのビジョンを構築した。 

 

 

 

 

 

 

【成果創出実績件数】 

令和７年度中 723 件 

【成果普及実績件数】 

令和７年度中 111 件 

 

〔成果創出実績件数 内訳〕 

【学会発表等件数】  523 件 

【論文等掲載件数】  163 件 

【特許等出願件数】    34 件 

【評価新規メニュー数】   ３件 

〔成果普及実績件数 〕 

【橋渡しに係る共同研究等件数】105 件 

【ライセンス契約等件数】       6 件 

 

(1) プロジェクト研究 

・ 大学等が有数する有望な研究シーズを
育成し、社会課題の解決や県民生活の向
上に資することを目的として、プロジェ

クト研究を推進した。 

・ ３段階ステージゲート方式に沿い、新
規テーマの募集からステップアップに至

るまで、適切な研究テーマの公募・採択
及び進捗管理を実施した。テーマ選考を
より公平性と客観的性を確保するため、

選考委員会を外部専門家のみで構成する
体制に変更した。 

・ 研究成果をＫＩＳＴＥＣのコア技術と

して活用していくため、研究シーズ段階
から技術部との連携を図った。連携した
研究テーマの応募は１件であった。 

・ 殿町地区で蓄積してきたライフサイエ
ンス研究基盤を活用し、抗菌・抗ウイル
ス、未病改善、創薬・再生医療・細胞医

療等に対応した製品の評価を行うライフ
サイエンス評価法開発研究事業に取り組
んだ。特に、創薬クラスターキャンパス

整備事業により、主に資金力や人材に乏
しい創薬スタートアップを対象とした共
用ラボ「ＫＩＳＴＥＣ Ｂｉｏ Ｏｐｅｎ 

Ｌａｂ．」の整備を行うとともに、人材育
成を実施するなど、製品評価機能の強化
を行った。 

 

産業界にアピールする機会と技術移転

のための基盤を築いたことを評価す

る。 

また、シーズ段階から育成した基礎

研究成果を企業の新規事業として展開

した「マイクロ流体化学プラント開

発」で共同開発研究を推進し社会実装

を実現したことを評価する。 

ライフサイエンス評価法開発研究事

業において、国の資金を獲得し、共用

ラボ「ＫＩＳＴＥＣ Ｂｉｏ Ｏｐｅｎ 

Ｌａｂ．」の整備や人材育成など、研

究を起点とする産業創出へのビジョン

を構築し、研究と人とが交わる場の提

供と、人材育成を含めた企業支援を同

時に実施することで、県及び国資金で

長きにわたって研究開発してきた細胞

評価手法を活用した再生医療等製品の

品質評価サービスの基盤を築けたこと

を高く評価する。 

 

(2)  重点課題研究 

県の重点分野である「エネルギー／

脱炭素」の課題に対応するため、脱炭

素化対策事業に取り組んだ。同事業に

より、プロジェクトと技術支援との連

携を深めるとともに、新たに導入した

競争的経常研究制度により全所的なプ

ロジェクト立案に向けた体制作りを進

めることができた。 

 

【課題】 

(1) プロジェクト研究 

研究テーマの選考やステージゲート

審査において、公平性と客観性を確保

しつつ、神奈川県やＫＩＳＴＥＣのミ

ッションと将来的方向性について、外

部委員との共有し、両者の最適なバラ

ンスを模索する必要がある。引き続

き、産業創出が期待できるプロジェク

トテーマを積極的に探索して応募を促

し、３段階ステージゲートにより社会

実装を加速する必要がある。 

再生医療の産業化は、様々な業種を

巻き込むことが可能なこともあり、大

きな期待を寄せられている市場であ

る。そのような中で、企業ニーズに即



3 

※１ ３段階ステージゲート方式 

研究シーズに着目し、下記ア、

イ、ウに記載した段階を踏んで、
目的基礎研究から応用開発・事業
化まで一貫した研究開発を推進す

る産学公連携モデル。 

ア 戦略的研究シーズ育成事業
（第１段階） 

県の科学技術政策や産業振興政
策に沿った研究テーマを公募し、
研究シーズを育成する目的基礎研

究を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 有望シーズ展開事業（第２段

階） 

※１ ３段階ステージゲート方
式 

ア  戦略的研究シーズ育成事業
（第１段階） 

・ 令和６年度戦略的研究シーズ

育成事業（第１ステージ）とし
て採択し、令和７年度も継続し
て実施する以下の研究テーマに

ついて支援を行う。 

① 内在性因子による造血幹細胞
増幅法の開発 

② 超高感度質量分析に向けたマ
イクロ流体技術の開発 

③ 未知を知るＡＩ搭載型ハード

ウェアの開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 令和７年度戦略的研究シーズ
育成事業として地域の社会課題
解決への貢献度や事業化を意識

して採択した以下の研究テーマ
について研究支援を行う。 

④ （新規）準安定相境界を利用

した新機能材料・デバイス開発 

⑤ （新規）身体直接駆動のため
の運動制御インタフェースの開

発 

⑥ （新規）分子・形態共変動解
析による未病創薬研究基盤の創

成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 有望シーズ展開事業（第２

段階） 

※１ ３段階ステージゲート方式 

 

ア 戦略的研究シーズ育成事業（第１段
階） 

・ 令和６年度戦略的シーズ育成事業とし

て採択した研究テーマについて、令和７
年度も引き続き支援を実施した。 

① 造血幹細胞増幅因子について、オミク

ス解析等を活用して細胞増殖の作用機構
を同定し、ヒト造血幹細胞への応用可能
性を検証した。 

②  fL（千兆分の１リットル）液滴を生
成・射出するマイクロ流体デバイスを実
現するため、３次元マイクロ光造形法等

によりマイクロ流路作製プロセスを構築
した。また、数値計算により、安定に fL

液滴を生成・射出可能なデバイスを提案

した。 

③ 学習データ分布との一致度評価や複数
の確率過程を組み合わせた未知ＡＩサン

プリングの手法により未知ＡＩの学習ア
ルゴリズムを改良した。また、健常者用
筋電義手の開発等による検証を進めた。 

・ 令和７年度戦略的シーズ育成事業とし
て、地域の社会課題解決への貢献度や事
業化の可能性を踏まえて採択した以下の

研究テーマについて、研究支援を実施し
た。 

④ 2D–3D 構造転移材料のデバイス化に向

けて、硫化すず・硫化鉛の固溶体 (Sn1-

xPbx)S 薄膜を作製し、室温以上で可逆的
な構造転移と電気抵抗変調を確認した。 

⑤ フレキシブルな電流生成を可能とし、
運動の多自由度化や多機能化につなげる
た め 、 FPGA （ Field-Programmable 

Gate Array：利用者等が内部回路の構成
を設定できる半導体集積回路）を用いた
電流生成装置のための電流制御回路を設

計した。 

⑥ アルツハイマー病患者由来 iPS 細胞を
用いた神経新生不全再現系において、形

態情報と分子情報を統合した共変動ネッ
トワークを構築し、病態発症の「予兆
（未病）形態マーカー」を高精度に抽出

する解析システムを確立した。 

・ 令和７年度実施テーマのうち、県の施
策との連動性や応用の可能性等を評価し

て、①を第２段階にステップアップさせ
ることとした。 

イ 有望シーズ展開事業（第２段階） 

・ 以下の研究テーマについて、実用化に

した評価サービスの提供を行っていく

必要がある。 

 

(2)  重点課題研究 

重点課題研究における今後のプロジ

ェクト立案に当たっては、研究成果の

進捗ばかりでなく、技術支援や事業化

支援の視点も交えたＫＩＳＴＥＣの全

所的かつ特徴的な取組にしていく。 
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前ステージの研究プロジェクト
の中から、共同研究や特許の取得

状況など成功の目途が得られたも
のについて、実用化に向けた応用
開発研究を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 実用化実証事業（第３段階） 

前ステージの研究プロジェクト
の中から、企業等との共同研究や
外部資金の獲得状況など、早期実

用化の可能性が高いものについ
て、企業等との共同研究の実施、
提案公募型の競争的資金の活用等

により、企業への技術移転、事業
化等の成果展開を図る実用化研究
を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

・下記の研究テーマについて、
実用化に向けた応用研究を実施

する（第２ステージ）。令和６
年度に戦略的研究シーズ育成事
業で実施した「徐脈性不整脈の

革新的細胞移植治療開発」をス
テップアップした、「徐脈性不
整脈の再生医療」を新規テーマ

として実施する。 

①  光スイッチ医療創出 

②  次世代合成生物基盤 

③ 革新的インダストリアルマル
チスケールセンサ 

④ （新規）徐脈性不整脈の再生

医療 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 実用化実証事業（第３段

階） 

・下記の研究テーマについて、
提案公募型の競争的資金の活用

等により成果展開を図る実用化
研究を実施する（第３ステー
ジ）。 

① 人工細胞膜システム 

② 次世代医療福祉ロボット 

③ 次世代半導体用エコマテリア

ル 

④ 毛髪再生医療実証 

 

 

 

 

 

向けた応用研究を実施した。令和６年度
に戦略的研究シーズ育成事業で実施した

「徐脈性不整脈の革新的細胞移植治療開
発」をステップアップした、「徐脈性不整
脈の再生医療」を新規テーマとして実施

した。 

①DNA 組換え反応の光操作技術（PA-

Cre）の改良型をアデノ随伴ウイルスベ

クターに搭載してマウス内耳に導入し、
外耳道からの光照射により、極めて高い
効率（～98%）で遺伝子発現を操作でき

ることを確認した。  

② がん遺伝子研究プラットフォームの改
良を進めるとともに、同プラットフォー

ムを活用し、抗がん剤耐性を引き起こす
遺伝子変異スクリーニング、iPS 細胞培
養中に頻発する変異群がもたらす細胞機

能への評価等を実施した。 

③ 円偏光の集光用素子の開発に着手し、
電磁波の位相に着目した新たな構造を提

案し、シミュレーションにより円偏光の
局所集中を確認した。センサについて、
素子のアンテナ効果を考慮した構造を加

え吸収特性の向上を図った。 

④ 臨床用 HLA ノックアウトヒト iPS 細胞
からペースメーカ細胞を安定的に製造す

るプロトコールを確立するとともに、徐
脈性不整脈モデルモルモットを用いて移
植組織がバイオペースメーカとして機能

することを確認した。 

・ 令和７年度実施テーマのうち、実用化
に向けた進捗状況等を考慮して、「光スイ

ッチ医療創出」を第３段階へステップア
ップさせることとした。 

ウ 実用化実証事業（第３段階） 

・ 以下の研究テーマについて、提案公募
型の競争的資金の活用等により成果展開
を図る実用化研究を実施した。 

① 脂質二重膜からなる人工細胞モデルで
あるリポソームの内部に細胞核を構築し
た。ＪＳＴ戦略的創造研究推進事業（Ｃ

ＲＥＳＴ）では、人工細胞膜のセンサを
応用し、昆虫嗅覚受容体を利用した細胞
匂いセンサアレイを開発した。また、Ｋ

ＩＳＴＥＣ発ベンチャー株式会社
MAQsys の受託事業の本格開始に向けた
研究開発について、技術協力を行った。 

② 令和６年度末をもってプロジェクトを
終了したため、令和７年度は当研究テー
マを実施していない。 

③  超低消費電力磁気メモリ材料につい



5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２ ライフサイエンス評価法開
発研究事業 

神奈川県のライフサイエンス研

究の中心である殿町を軸として、
先進的技術や創薬のための評価法
を開発研究し、新規技術の信頼

性・安定性等の基盤確立に貢献す
る。同時に、大学や企業、県内外
の優れた評価法を探索し、ライフ

サイエンスに関する評価法及び技
術情報を殿町に集積する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 重点課題研究 

第一期中期計画期間に整備した

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２ ライフサイエンス評価法
開発研究事業 

・ 「次世代ライフサイエンス技

術開発」プロジェクトとして、
研究成果の社会還元を目指し、
先進的技術や創薬のためのスク

リーニング技術や評価法を開発
研究する。研究テーマとして
は、予防感染症評価、未病改善

評価、創薬・再生医療・細胞医
療製品評価に取り組む。 

 

 

・  特に、殿町－羽田地域の大
学、国等の研究機関と連携し再

生細胞医療・製品開発の事業支
援機能を強化する。 

 

 

 

 

 

 

(2) 重点課題研究 

・県の重点政策である脱炭素社

て、ＣＲＥＳＴの支援を受け、ビスマ
ス・鉄・コバルト等の酸化物を用いて、

電子技術部と連携してナノドットを作製
したほか、様々な配向の薄膜において、
面内の電場印加で面直方向の磁化を反転

する技術を確立した。また、負熱膨張材
料に関心のある企業を集めて勉強会を開
催し、コンソーシアム形成に向けた取組

を開始した。東京科学大とともに開催し
た第１回の勉強会には 85人が参加し、Ｋ
ＩＳＴＥＣで開発した材料や研究成果を

産業界にアピールする機会と技術移転の
ための基盤を築いた。 

④ 毛乳頭細胞移植による毛髪再生技術の

企業への技術移転を実施し、臨床研究に
向けた体制を整備することで、企業主体
の開発フェーズへと移すことができた。

また、毛包オルガノイドを用いた研究で
はセロトニンの発毛促進効果を明らかに
し、育毛剤や養毛剤の効果を検証する独

自の方法を開発したことから、令和８年
度は政策課題研究「毛髪再生・バイオア
ッセイ」グループとして、企業等からの

受託収入等を得て運営する形態へと発展
させた。 

 

※２ ライフサイエンス評価法開発研究事
業 

・ 「次世代ライフサイエンス技術開発」

プロジェクトとして、研究成果の社会還
元を目指し、先進的技術や創薬のための
スクリーニング技術や評価法を開発研究

した。研究テーマとしては、予防感染症
評価、未病改善評価、創薬・再生医療・
細胞医療製品評価に取り組んだ。 

・ 新規評価メニュー２件（新型コロナウ
イルスを用いた薬剤スクリーニング評
価、繰返し除菌性評価）を開発し、サー

ビス提供を開始した。 

・ 殿町－羽田地域の大学、国等の研究機
関と連携し再生細胞医療・製品開発の事

業支援機能を強化した。特に、創薬クラ
スターキャンパス整備事業により、主に
資金力や人材に乏しい創薬スタートアッ

プを対象とした共用ラボ「ＫＩＳＴＥＣ 

Ｂｉｏ Ｏｐｅｎ Ｌａｂ．」の整備を行う
とともに、人材育成を実施するなど、製

品評価機能の強化を行った。（再掲） 

 

(2)  重点課題研究 

・ 脱炭素社会の実現に向けた研究課題の



6 

ローカル５Ｇ等無線通信環境を活
用し、通信分野等に関連する技術

や、県内中小企業等の生産性向上
等につながる研究開発に、大学や
企業等との共同研究や競争的資金

等を活用して取り組む。特に、さ
がみロボット産業特区で実施する
実証試験で課題となっている通信

面のトラブル解決支援の強化につ
なげる。 

また、自動車産業におけるＥＶ

シフト等、産業構造の転換に直面
する県内中小企業等を支援するた
め、高強度軽量材料の開発支援な

ど、企業の既存事業の高付加価値
化、新事業の展開につながる新た
な製品やサービス、技術の開発を

重点的に推進する。 

 

会の実現に向けた研究課題の実
施を通じて、大学等の研究シー

ズとＫＩＳＴＥＣで実施する研
究課題を融合した新技術や新製
品の共同開発を促進し、ＫＩＳ

ＴＥＣの将来の強みとなる技術
シーズと人材を育成する。 

・ 脱炭素化に資する新たな技術

のシーズ育成として採択した以
下の研究テーマについて研究支
援を行う。 

① 革新的なイオン液体型電池電
解質材料の開発 

 また、技術の実用化に向けた

以下の応用研究を実施する。 

② 無機導電材料のインシリコ設
計・探索と創製 

③ 水素製造向け高効率ＡＥＭ型
水電解セル実用化 

 さらに、技術の事業化・実用

化支援に向けた以下の共同開発
を実施する。 

④ 水素社会に向けたエネルギー

キャリア開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 令和５年度に企業から大型資
金を得て開始した、マイクロ流

体化学プラント開発プロジェク
トにより、小型で高効率な次世
代プラントの実現に向けた脱炭

素化社会に資する事業を推進す
る。 

 

 

実施を通じて、大学等の研究シーズとＫ
ＩＳＴＥＣで実施する研究課題を融合

し、新技術や新製品の共同開発を促進し
た。これにより、ＫＩＳＴＥＣの将来の
強みとなる技術シーズと人材の育成に取

り組んだ。 

 

・ 脱炭素化に資する新たな技術のシーズ

育成として採択した以下の研究テーマに
ついて研究支援を行った。 

① 開発中の Li イオン液体型電解質につい

て低融点化と高 Li 輸率を両立する分子設
計原理を確立した。また理論計算および
分子動力学解析により Li イオン液体の構

造と物性、電池性能の相関を解明した。
これらの成果を用いて不燃性・単一イオ
ン伝導液体による新しい電池設計コンセ

プトを提示した。 

 また、技術の実用化に向けた応用研究と
して、以下の共同開発を実施した。 

② 第一原理計算（量子力学に基づいた理
論計算）及びそのデータによる機械学習
により、酸化物を対象として仕事関数を

系統的に予測した。その結果、電子・光
電子デバイスの有望な透明電極・キャリ
ア輸送層材料となり得る新たな酸化物半

導体を見出し、実証を行った。 

③ パーフルオロスルホン酸（PFSA）を基
盤とするアニオン交換膜（AEM）型水電

解セルについて、従来の芳香族系膜に匹
敵する電解性能を示すことを確認し、開
発した貴金属フリー水電解セルの有用性

を示した。 

 さらに、技術の事業化・実用化支援とし
て以下の共同開発を実施した。 

④ ケイ素を含む有機化合物を多量の水素
を貯蔵可能な水素キャリアとして、固体
担持ニッケルと組み合わせ、省エネルギ

ーかつ貴金属フリーな条件で作動する水
素貯蔵法を開発した。また、開発した水
素キャリアを用いた燃料電池用セルの発

電を達成した。 

・ シーズ段階から育成した基礎研究成果
を企業の新規事業として展開し、令和５

年度に企業から大型資金を得て開始した
「マイクロ流体化学プラント開発」プロ
ジェクトにより、小型で高効率な次世代

プラントの実現を目指し、脱炭素化社会
に資する事業の推進に取り組み、社会実
装を目指した共同開発研究を推進した。

具体的には、半導体製造工程におけるレ
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・ また、神奈川県からの受託事
業を通じて、神奈川県の科学技

術政策の具現化を担う。令和７
年度は同事業の中で「腸内環境
デザイン」プロジェクトが、ヒ

トの健康状態の時間的な変化を
追うコホート研究を継続して実
施する。 

・ 自動車等関連の電磁ノイズ技
術や半導体の実装技術などの各
研究分野での研究会活動等の活

性化を図ることで、企業におけ
る新事業の展開につながる技術
開発を推進する。 

ジストポリマーを年間１トン生産可能な
デスクトップ化学プラント（ＤＴＰ）を

設計・開発した。 

・  また、神奈川県からの受託事業を通
じ、県の科学技術政策の具現化に取り組

んだ。令和７年度は腸内環境デザイング
ループにおいて、食品成分による疾患症
状改善効果を明らかにするため、介入試

験を行い、介入に伴う腸内環境の変化を
解析することで、関連する腸内細菌等を
明らかにした。 

・ 試験計測機器メーカーや自動車メーカ
ー等の企業に対して新事業の展開につな
がる技術交流の場を提供した。首都圏モ

ビリティＥＭＣ技術研究会では、電動モ
ビリティ（ＥＶ・自動運転）の普及に伴
う高度な電磁両立性（ＥＭＣ）評価を支

援するとともに、次世代電子実装システ
ム研究会では、ＡＩ社会を支える次世代
半導体実装（チップレット、2.5 次元/3 

次元積層等）技術開発を推進した。 

・ 理事長直轄の新設組織である改革推進
室がスキルアップ講座を開講し、ＫＩＳ

ＴＥＣ技術職員の研究力向上を図った。
さらに経常研究の制度改定を行い、競争
的経常研究を導入（３件）した。 

・ 「Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ Ｈｕｂ」で
は、技術職員の研究発表（延べ 53名、前
年度比 32名増）を行い、参加者と積極的

に意見交換を行うなど、職員の研究力向
上を図った。 

  中期目標期間（令和４年度～令和８年度）に関する特記事項 R4-R8 R4-R8 第２期見込評価特記事項 

  シーズ段階から育成した基礎研究成果が生んだベンチャー企業と共に、社会実装

を目指した共同開発研究を推進するために新規事業として展開した「マイクロ流体

化学プラント開発」を実施したほか、第一期に文部科学省「地域イノベーション・

エコシステム形成プログラム」から生まれた２つのＫＩＳＴＥＣ発ベンチャー企業

を含むベンチャー企業３社の支援を実施し、研究成果の社会実装に向けた取組を実

施した。 

加えて殿町支所の再生・細胞医療製品評価機能強化のため、ネットワーキング等

により構築した細胞品質評価の研究基盤を活用して、評価法の創出とスタートアッ

プ企業の産業化に貢献する共用ラボ「ＫＩＳＴＥＣ Ｂｉｏ Ｏｐｅｎ Ｌａｂ．」

の整備や細胞品質評価に係る人材育成を実施するなど、着実に実績を重ねており、

中期計画を達成する見込み。 

S   

各年度評価 

R4 R5 R6 

S S S 
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小項目２ 

 

中
期
目
標 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

（略） 

２ 県内企業等の競争力の強化を図る技術支援 

中小企業等が単独では解決できない技術的課題や製品開発等に対して、技術やノウハウを活用した最適な支援を提供することにより、県内企業等の競争力の強化を図り、さらには事業環境の変化へ
の適応を促していく。 

特に、県内中小企業等が抱える潜在的な課題や、将来必要となる技術等を想定し、能動的な解決提案を行うことにより、企業の技術力の向上、競争力の強化を支援する。 

さらに、生産技術の改善や製品開発を支援するために、迅速で精度の高い試験計測の提供に努めるとともに、試験計測サービスのデジタル化や、そのデータを活用した新たなサービスの導入に取り
組む。 

また、オンラインによる相談体制の構築を進め、相談内容のデジタル化、そのデータを活用した新しい支援サービスの開発を目指す。併せて、利用者への遠隔支援や人工知能等を活用した問合せ対
応についても検討を進め、サービス力向上と業務省力化の両立の実現に努める。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

自己 
点数 

評価 
点数 

コメント 

第１ 住民に対して提供するサービ

スその他の業務の質の向上に関する
目標を達成するためとるべき措置 

 （略） 

 

２ 県内企業の競争力の強化を図る
技術支援 

製品開発に伴う性能評価や品質確
認、トラブル発生時の原因究明等、
企業が抱える技術的な課題に対し

て、保有する技術・ノウハウを駆使
し、最適な支援を実施する。具体的
には、信頼性の高い試験・分析デー

タを提供する試験計測、人材や設備
などを活用した技術開発において、
デジタル化とワンストップ支援の体

制構築を進める。さらに、特徴ある
保有設備の仕様や技術支援事例を積
極的に公開するなど、県内中小企業

等の利用を促すことにより、企業の
社会変革への適応や潜在的な課題解
決を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 住民に対して提供するサ

ービスその他の業務の質の向上
に関する目標を達成するためと
るべき措置 

 （略） 

２ 県内企業の競争力の強化を
図る技術支援 

 最新の試験計測機器を計画的
に導入し、高度な技術とノウハ
ウを駆使することで、企業が抱

える技術的な課題に対し、最適
な支援を提供する。具体的に
は、製品開発における性能評価

や品質確認、トラブル発生時の
原因究明などをサポートする。
さらに、Ｗｅｂサイトと業務管

理システムを有効活用し、顧客
ニーズに合ったサービスを提供
することで、顧客満足度の向上

を目指す。これによりリピート
利用者を増やしつつ新規顧客獲
得を図り、産業界を中心とした

利用を促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 住民に対して提供するサービス

その他の業務の質の向上に関する目標
を達成するためとるべき措置 

 （略） 

 

２ 県内企業の競争力の強化を図る技
術支援 

県内企業の競争力の強化を図ること
を目的として技術支援を実施し、県内
企業が抱える技術的な課題の解決を推

進した。 

令和６年度に公開を開始した技術支
援Ｗｅｂサイト「ＫＩＳＴＥＣ ＣＯＮ

ＮＥＣＴ」の充実を図るとともに、本
サイトと連携した支援業務管理システ
ム（以下、ＵＲＭシステム）を本格運

用し、これまで紙決裁を主体としてい
た技術支援業務のデジタル化を実現
し、業務の見える化を図った。技術支

援Ｗｅｂサイトの相談フォームからＵ
ＲＭシステムに相談内容が直接取り込
まれ、ＵＲＭシステムで相談への対応

や試験計測等の有料支援に至る過程を
可視化し、複数で確認することができ
る上、相談内容の伝達による認識の相

違が発生しないため、利用者対応の信
頼性や利便性の向上にも効果が現れ
た。 

また、外部機関の補助制度も活用
し、企業のニーズが高い技術分野で、
支援の幅を拡げるような機器整備を進

めるなど、ニーズに応じた技術支援を
着実に実施し、将来ＫＩＳＴＥＣの強
みとなる技術分野の強化を進めた。加

 

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

技術支援業務のデジタル化に取り組

み、技術支援Ｗｅｂサイト「ＫＩＳＴＥ
Ｃ ＣＯＮＮＥＣＴ」の充実を図るとと
もに、本サイトと連携した支援業務管理

システムを本格的に運用開始し、技術支
援業務のデジタル化を実現した。これに
より、顧客情報管理（ＵＲＭ）を一層進

め、利用者への対応の信頼性及び利便性
の向上を図ったことを評価する。 

また、外部機関の補助制度も活用した

機器整備により、支援技術分野の強化を
進め、ニーズに応じた技術支援を着実に
実施した。加えて、地域工業団体や研究

開発拠点を県内に有する大企業等の見学
を積極的に受け入れるなど、新規顧客獲
得に努めたことなどを評価する。 

新規利用者件数について、目標達成率
161％と S 評価水準に達する実績が得ら
れた一方、技術支援件数についてはB評

価水準に留まる結果となった。 

 技術支援件数は第１期中に設定してい
た目標値に対してA評価水準を維持して

おり、コロナ禍を経て第２期目標値に設
定した、第１期５年間の高い実績に基づ
く高い目標値に挑む姿勢が新規利用者件

数の実績に現れているため、自己評価点
は A とした。 

 

A   
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【新規利用者件数】 

中期計画期間中 5,100 件 

【技術支援件数】 

中期計画期間中 33,400 件 

 

 

 

 

 

(1) 技術相談 

情報通信技術を活用し、オンライ
ンによる相談体制を定着させること

で、ワンストップの企業支援並びに
遠隔での企業支援に取り組み、利用
者の利便性向上を図る。また、利用

履歴等の利用者データ管理システム
を導入し、サービス品質や業務効率
の改善を図るとともに、そのデータ

を活用した新しい支援サービスの導
入に取り組む。 

さらに、利用者に対し技術情報を

定期的に提供し、企業が抱える課題
の顕在化に貢献することで、継続的
なサービス利用につなげていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【新規利用者件数】 

令和７年度中 1,040 件 

【技術支援件数】 

令和７年度中 6,746 件 

 

 

 

 

 

(1) 技術相談 

・ 令和６年度に導入した技術支
援業務管理システムを使い、技

術相談の受付から回答までの流
れを可視化し、迅速な対応を目
指す。 

 

 

 

 

 

 

 

・  利用者データを適切に管理
し、技術相談から有料の支援サ

ービスに至る企業の利用状況に
応じた適切な技術情報を提供
し、企業が抱える潜在的な技術

課題の顕在化を促し、課題解決
に向けた支援を推進する。 

・ 技術部が参画する研究会等に

加え、（公財）神奈川産業振興
センターなどの支援機関、地域
の商工会、商工会議所、及び工

業会等との連携を強化し、技術
交流会、見学会などを積極的に
開催することで、支援の入り口

となる無料技術相談の利用を促
進する。 

 

 

 

 

 

えて、地域工業団体や研究開発拠点を
県内に有する大企業等の見学を積極的

に受け入れて、新規顧客獲得に努め
た。 

指標とした新規利用者件数は令和 6

年度比で 105.5％と増加したが、技術
支援件数は、97.3％と僅かに減少し
た。 

【新規利用者件数】 

令和７年度中 1,676 件 

【技術支援件数】 

令和７年度中 5,671 件 

 

〔技術支援件数 内訳〕 

【試験計測実施件数】5,483 件 

【技術開発受託件数】   188 件 

 

(1) 技術相談 

・ 令和７年度から本格運用を開始した
ＵＲＭシステムを活用し、オンライ

ンを中心とした技術相談体制を定着
させるとともに、電子化にあわせて
試験計測等に係る見積書等を全件発

行し、手続きの迅速化と利便性向上
を図った。また、ＵＲＭシステムと
連携したＷｅｂサイトコンテンツの

改善に取り組み、サイトから流入す
る技術相談の受付から回答までの流
れを可視化し、進捗管理の効率化を

図った。 

・ ＵＲＭシステムで管理する利用者デ
ータを活用し、相談から有料支援に

至る利用状況の内部共有を徹底し、
課題解決に向けた支援を推進した。 

 

 

 

・ 技術部が参画する専門の研究会等を

通じた相談に加え、生成ＡＩ等の新
分野について他の支援機関と連携し
た相談支援の強化を図った。また、

地域の商工会、商工会議所につい
て、各連合会サイトからのリンクに
よる地域企業への周知を図るととも

に、工業会等各種団体からの見学会
等を積極的に受け入れ、技術相談の
利用を促進した。 

・ 神奈川Ｒ＆Ｄ推進協議会に参画する
企業向けに見学相談会を実施し、脱
炭素化等に取り組む大企業技術者等

との意見交換を推進した。 

【課題】 

 技術支援件数が中期計画目標の９割に

満たないことが課題である。技術支援Ｗ
ｅｂサイトの充実に加えて、見学や展示
会などの機会を活用して、企業が抱えて

いる技術課題のヒアリングと解決策に結
びつくような支援内容の提案を行ってい
くことが重要である。 
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(2) 試験計測・技術開発 

デジタル技術を活用した新たな受
付システム、技術支援サービスなど
を導入し、利用者が来所する必要の

ない支援サービスの充実に取り組
む。例えば、試験計測における画像
データのインターネットを介した提

供や、デジタル技術を活用した問合
せ対応など、効率化や利便性の向上
につながる技術支援サービスの検証

を進め、遠隔支援サービスを構築す
る。 

また、試験計測・技術開発の利用

者を拡大するため、利用者の課題に
対し、ワンストップで最適な試験・
分析法を提案・提供する能動的な解

決策提案型の技術支援を進める。こ
の取組では、技術的な課題と試験計
測・技術開発による解決策をデータ

ベースとして管理、活用することに
より、新たなサービスの提供や利用
者の満足度向上につなげていく。 

加えて、試験・分析データの信頼
性などの品質システムの充実を図る
とともに支援メニューの定期的なス

クラップ・アンド・ビルドを行い、
計画的に利用者のニーズを踏まえた
設備機器を整備する。 

 

(2) 試験計測・技術開発 

・ 令和７年度、本格的に稼働す
る技術支援業務管理システムに
より、手入力作業や書類発行作

業の軽減による効率化を図ると
ともに、電子帳簿保存法への対
応等の利用者ニーズに沿った受

付・手続を提供する。 

・  利用者データを適切に管理
し、技術相談から有料の支援サ

ービスに至る企業の利用状況に
応じた適切な技術情報を提供
し、企業が抱える潜在的な技術

課題の顕在化を促し、課題解決
に向けた支援を推進する。（再
掲） 

・ 蓄積された支援事例を積極的
に公開することで顧客獲得に努
めるとともに、企業が抱える技

術的課題に対し、課題解決提案
を推進する。特に、デジタル化
のニーズに対応するため、新た

に導入した３Ｄデジタイザ（令
和６年度導入）やＸ線ＣＴ装置
（令和５年度導入）などを活用

した評価機能を強化し、三次元
デジタルデータを活用した支援
を推進する。 

・ 産業界の最新ニーズに対応で
きるよう支援メニューのスクラ
ップ・アンド・ビルドを推進す

るため、利用が見込まれる機器
等を優先的に導入・更新すると
ともに、機器の廃棄や設置環境

の整備を積極的に進める。 

 

 

 

 

 

・ 試験計測機器の保守・更新、
校正管理を適切に実施し、高度
化する試験結果の信頼性向上、

維持に努める。 

・ 令和６年度に刷新した技術支
援Ｗｅｂサイトを通じて得る情

報や顧客満足度に関するアンケ
ート調査の結果に基づき、継続
的なサービス改善に努め、利用

拡大を図る。 

 

(2) 試験計測・技術開発 

・ ＵＲＭシステムの本格運用を開始
し、手入力作業や書類発行作業を軽
減するとともに、支援状況の内部共

有を徹底し、進捗管理の効率化を図
った。また、電子帳簿保存法への対
応など、利用者ニーズに沿った受

付・手続の提供に取り組んだ。 

・ ＵＲＭシステムで管理する利用者デ
ータを活用し、相談から有料支援に

至る利用状況の内部共有を徹底し、
課題解決に向けた支援を推進した。
（再掲） 

 

 

 

・  標準機能強化の一環として ISO 

9001 品質マネジメント研修を開催
し、支援担当職員のサービス品質リ

テラシー向上に取り組んだ。 

・ 改革推進室がＫＩＳＴＥＣの強みを
見える化するテクニカルシートを作

成し、技術支援等における能動的な
課題解決策提案機能の向上を図っ
た。また、ソリューション事業を制

度設計して立ち上げ、ソリューショ
ンコーディネーターを配置して営業
活動を行い、３件を実施した。 

・ 機器整備計画に基づき、公益財団法
人ＪＫＡ（以下、「ＪＫＡ」とい
う。）「公設工業試験研究所等におけ

る機械設備拡充補助事業」を活用し
て、走査型プローブ顕微鏡を導入し
たほか、事業収入により赤外分光放

射計測装置、微小部蛍光Ｘ線分析装
置、疲労試験機等を導入した。ま
た、３Ｄデジタイザなどを活用した

評価機能について、Ｗｅｂサイトで
事例を紹介するなど、支援体制の強
化に取り組んだ。 

・ 事業収入の状況や企業ニーズに応じ
て機器整備計画を継続的に修正し
た。また、機器の廃棄や設置環境の

整備を積極的に進めた。 

・ 試験計測機器の保守・更新、校正管
理を適切に実施した。また、ＵＲＭ

システムにより、保守点検費用等を
試験機器データベースと直接、紐づ
けし、機器単位の経費の見える化を

図った。さらに、同システムを利用
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して試験計測に必要な物品の調達手
続きを可能とし、紙様式に依存して

いた内部業務のペーパーレス化を実
現した。 

・ 新規機器や分析事例を技術支援Ｗｅ

ｂサイトに掲載して広く情報提供
し、利用を促進した。また、アクセ
ス状況を解析し、分析事例のブラッ

シュアップを行うなど、見直しを実
施した。 

・ 新規利用者件数は 1,676 件（令和６

年度比 105.5%）であった。 

・ 技術支援件数は 5,671 件（令和６年
度比 97.3%）と減少したが、技術開

発受託件数が 187 件（同比 35 件増）
となった。 

・ 試験計測利用者 2,112 人に行ったア

ンケート（回答数 394 件：回答率
18.7％では、手続きや料金等の全６
項目で 96％以上が満足・どちらかと

言えば満足であるとの回答であっ
た。 

  中期目標期間（令和４年度～令和８年度）に関する特記事項 R4-R8 R4-R8 第２期見込評価特記事項 

  第二期を通じて技術支援業務のデジタル化に取り組み、業務管理体制の整備や
サービスの向上を図った。技術支援Ｗｅｂサイト「ＫＩＳＴＥＣ ＣＯＮＮＥＣ
Ｔ」と連携した支援業務管理システムを令和７年度に本格的に運用開始し、顧客

情報管理（ＵＲＭ）を一層進めた。また機器整備においては、外部機関の補助制
度等を活用してＸ線ＣＴ装置や熱伝導率測定装置など企業ニーズの高い機器設備
を積極的に導入し、デジタルデータ活用や熱測定分野のなどＫＩＳＴＥＣの強み

となる技術分野の強化を進めた。また、支援等サービスの質の向上を図るととも
に、経済情勢を踏まえた適正な料金設定の仕組みを構築することなどにより、第
一期から継続して高い技術支援収入を確保しており、中期目標を達成する見込

み。 

A   

各年度評価 

R4 R5 R6 

A A A 

  



12 

小項目 3  

 

中
期
目
標 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

（略） 

３ 県内企業等の製品及びサービスの開発並びにその事業化に係る支援 

県内企業等の新たな製品やサービスの開発において、企画開発から技術・デザイン・販路開拓、知的財産権の活用まで、一貫した支援を総合的に行うことにより、その事業化を促進する。また、
県内企業等が急速な産業構造の変化に適応できるように、成長分野への事業転換を支援する。特に、データ・デジタル技術・ＩＣＴを活用した支援体制を構築することにより、県内企業等のＤＸへ

の適応を推進し、新たな価値を生み出す事業の創出を促進する。 

一方、研究開発分野における評価法の開発については、事業化できる新たなサービスを生み出していくとともに、既に事業化している抗菌・抗ウイルス評価は、社会的な要請に応えられるよう、
評価体制のさらなる強化を図る。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第１ 住民に対して提供するサー
ビスその他の業務の質の向上に関
する目標を達成するためとるべき

措置 

 （略） 

３ 県内企業等の製品及びサービ

スの開発並びにそれらの事業化に
係る支援 

県内企業等による新製品開発等

の事業化を支援するため、初期の
企画段階からデザイナー等の外部
専門家と連携し、開発の各段階に

応じた総合的な一貫支援を実施し
て、競争力の高い製品・サービス
の創出に貢献する。 

特に、デジタル技術や無線通信
技術、高度先端設備等を活用した
製品開発支援や、独自技術やノウ

ハウを活用した評価法による課題
解決などに重点的に取り組み、企
業の事業化を促進する。 

 

 

 

 

【製品化事業化支援実績件数】 

中期計画期間中 165 件 

【デジタル技術支援件数】 

中期計画期間中 40 件 

 

(1) 開発の各段階に応じた総合的
な一貫支援 

県内企業等における新たな製品

の開発において、アイデア、概念
などの初期段階からデザイナーや
弁理士等を含めた外部専門家の活

第１ 住民に対して提供するサ
ービスその他の業務の質の向上
に関する目標を達成するためと

るべき措置 

 （略） 

３ 県内企業等の製品及びサー

ビスの開発並びにそれらの事業
化に係る支援 

県内企業が新しい製品やサー

ビスを開発し、事業化を成功さ
せるために、企画の初期段階か
ら外部の専門家（デザイナーな

ど）と連携し、開発の各段階に
応じた総合的な一貫支援を推進
し、競争力の高い製品・サービ

スの創出を促進する。特に、生
成ＡＩ等の新技術活用を検討し
ている企業に対しては、企業の

抱える具体的な課題の把握に努
め、専門家の派遣等により課題
にマッチした最適な技術活用法

を提案することで、新技術を活
用した新しい製品やサービスの
開発を支援する。 

 

【製品化事業化支援実績件数】 

令和７年度中 34 件 

 

 

 

(1) 開発の各段階に応じた総合
的な一貫支援 

・ 中小企業等の新製品開発にお

いて、アイデア段階から事業計
画策定、実施まで、イノベーシ
ョン創出を支援する伴走型支援

第１ 住民に対して提供するサービスそ
の他の業務の質の向上に関する目標を達
成するためとるべき措置 

 （略） 

 

３ 県内企業等の製品及びサービスの開

発並びにそれらの事業化に係る支援 

 

県内企業等による新製品開発等の事業 

化の支援を推進した。次世代事業創出デ
ザイン支援事業にて３件の製品化を支援
したほか、製品化・事業化支援事業等に

より、企業の開発段階に応じて、技術支
援や知財支援を含めた幅広い支援メニュ
ーを用いて、総合的な一貫支援を実施し

た。 

特に生成ＡＩ活用促進事業では、産業
構造の転換やＡＩなどデジタル技術の急

速な変化に直面する県内中小企業等の支
援をするため、生成ＡＩ等に関わる製品
開発等の支援体制を構築するとともに、

専門家派遣を 14 件、コンサルティング
支援を５件実施し、中小企業の課題を整
理しながら生成ＡＩ等の導入提案を行っ

た。 

【製品化事業化支援実績件数】 

令和７年度中 57 件 

 

 

 

(1) 開発の各段階に応じた総合的な一
貫支援 

・ 次世代事業創出デザイン支援事業に

より、企業とデザイン事業者をマッチ
ングするなど、一連の開発活動を総合
的に支援し、新たな支援３件と３件の

  

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

次世代事業創出デザイン支援事業や生
成ＡＩ活用促進事業等を通じて、新たな
ビジネスモデル、サービス等の付加価値

創出を支援した。特に生成ＡＩの活用に
ついては、企業が有する秘匿データの扱
いなど活用上の課題を明らかにするとと

もに、人手に頼っていた作業等への生成
ＡＩ等の導入・検証を支援し、生産性向
上に寄与するなど、今後の展開が期待さ

れる支援成果が得られた。 

個人レベルでの生成ＡＩ活用が進み、
生成ＡＩの製造工程への活用に期待が寄

せられるものの、現状では、製造工程に
活用できているところは想定以上に少な
い。そんな中、生成ＡＩ等に関わる製品

開発等の支援体制を構築するとともに、
専門家と連携を取り、中小企業の課題を
整理しながら生成ＡＩ等の導入提案を行

えたことを評価する。 

 

【課題】 

開発速度や生産性向上につながるデジ
タル化、ＤＸなど、支援対象ごとに異な
る、多岐にわたる支援ニーズに対応して

いくため、他の支援機関で活動する専門
家等との交流機会を増やし、連携を強化
していけるよう、相互の情報共有を深め

ていく必要がある。 

 

 

S   
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用を促す。 

また、試作段階では、試作加工

支援、性能評価支援といった技術
支援を実施する。 

加えて、製品化・事業化の段階

では、デザインに関わる商品企画
支援や、展示会等を活用した市場
調査など販路開拓支援、開発企業

の利益や商品価値を守る知財戦略
等のコーディネート、コンサルテ
ィングなどを実施し、開発の各段

階に応じた総合的な一貫支援を行
う。 

特に、さがみロボット産業特区

の取組である生活支援ロボット等
の商品化に向け、開発初期段階か
ら専門家のコーディネートにより

共同研究開発等を促進するととも
に、デザイン面から総合的に支援
する。 

 

を継続する。 

・ 製品開発の初期から、試作加

工や性能評価等による課題解決
策を提案し、早期に事業性を見
極め、開発速度や成功率の向上

を目指した一貫支援を推進す
る。 

 

・ 基礎研究の実績を活かした技
術支援だけではなく、販路を見
据えた商品企画、ブランディン

グといった経営支援を組み合わ
せた総合支援を推進する。 

・ 多様化するデザイン専門領域

からの助言・提案により、商品
企画・開発におけるデザイン課
題を解決する。 

・ 特に、次世代ロボットや生成
ＡＩ等新技術を活用した製品開
発に対し、顧客視点の事業デザ

インを取り入れるため、デザイ
ナーや弁理士等の外部専門家を
活用し、新たなビジネスモデル

創出を支援する。 

 

 

 

 

・ 市場調査やテストマーケティ

ング支援を通じて、開発製品の
市場性を検証しながら総合支援
を推進し、事業化の促進を図

る。 

 

 

 

 

 

・ 自治体や他機関と連携して、
中小企業への知財相談を推進す
る。 

・ 知的財産権に関する基礎知識
の解説や、デジタル技術の浸透
に伴って生じる知財上の課題な

ど新たな情報を提供するセミナ
ーを、関連機関と連携して開催
したりするなど、特許・技術文

献等の調査・活用支援を行う。  

 

 

 

過年度成果フォローアップを行った。 

・ 製品化支援 10 件（製品開発利用課題

５件・通所課題５件）と、新商品等の
開発を目指す開発段階に応じた事業化
支援８件を実施した。 

・ 上記の他、過年度事業のフォローア
ップや試験計測・技術開発受託等を通
じて、39 件の製品化支援を実施した。 

・ 計２回の出展支援を実施し、12 社
（延べ 16 社）の販路開拓を支援するな
ど、付加価値が高く、売れる商品・サ

ービスを目指した総合支援を行った。 

 

・ 横浜ブランチにて 223 件のデザイン

相談に対応するとともに、11 件のデザ
インモデル試作（３Ｄプリンタによる
造形・試作開発）を実施した。 

・ 生成ＡＩ等に関わる製品開発等の支
援では、専門家派遣（14 社、延べ 92

回）、コンサルティング支援（５社）、

開発支援（２件、自然言語による誘導
が可能な屋外対応型自立走行搬送ロボ
ットの開発など）を実施し、総合的な

課題解決支援を行った。また、ＫＩＳ
ＴＥＣにおけるものづくりへの生成Ａ
Ｉ適用を試行し、家具試験機を例とし

たＩｏＴシステム改修などの事例を創
出した。 

・ 次世代事業創出デザイン支援事業に

より、開発企業とデザイン業者等をマ
ッチングするとともに、製品開発につ
いて、市場調査等の経営面を含めた総

合的な支援を実施した。 

・ 展示会（テクニカルショウヨコハマ
2026）に出展し、製品化・事業化支援

事業等に関わる 11 社について市場調査
やテストマーティング支援を通じて、
事業化の促進を図った。 

・ ＩＮＰＩＴ神奈川県知財総合支援窓
口等と連携し、知財相談 31 件を実施し
た。 

・ 知的財産権に関する情報提供等を目
的として、「物流ＤＸの紹介と知財の活
用」などの知財セミナーを、関係機関

と連携して７回開催した。 

・ 特許等の活用支援のため、大企業の
シーズ（技術課題等）に中小企業が応

募する場として知財ビジネスマッチン
グ会を開催し、３社のシーズに対し、
マッチング（個別相談）７件、秘密保

持契約締結１件につなげた。 
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・ 研究成果の社会実装を促進す
るため、ＫＩＳＴＥＣ発ベンチ

ャー企業への知財支援を継続す
る。 

・ 経営、技術、金融の連携を効

果的に活用し、中小企業等の総
合支援と製品化・事業化を促進
する。 

・ ＫＩＳＴＥＣ発ベンチャー企業への
ライセンス契約等は２件で、引き続き

知財支援を行い、研究成果の社会実装
促進を図った。 

・ ＫＩＰ等との連携により、県内各地

域の中小企業からの相談に応じるハン
ズオン支援（週１回程度）を実施し
た。 

・ また、県内金融機関７機関との協定
締結業務や機械振興協会等との業務連
携等、様々な連携機会を効果的に活用

し、中小企業の総合支援等を促進し
た。 

  中期目標期間（令和４年度～令和８年度）に関する特記事項 R4-R8 R4-R8 第２期見込評価特記事項 

  生成ＡＩの個人利用が急速に進む中、業務効率改善に迫られる産業分野を中心と
した県内中小企業に対し、専門家を派遣するなどして企業の実情に応じた生成ＡＩ
活用にむけた検証等を支援した結果、中小企業が抱える課題を整理しながら生成Ａ

Ｉ等の導入を提案する機会が増し、様々なものづくり現場のＤＸに向けた多様なニ
ーズを蓄積できたことを評価する。 

また、次世代事業創出デザイン支援事業による総合的な開発支援とフォローアッ

プ支援を中心に、さまざまな支援メニューを通じて、中小企業等の事業化に向けた
総合的な製品化支援（４年間で 169 件）により、数多くの製品化（４年間で 34

件）に貢献するなど、着実に成果を上げているため、中期目標を達成する見込み。 

S   

各年度評価 

R4 R5 R6 

S S A 
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小項目４  

 

中
期
目
標 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

（略） 

３ 県内企業等の製品及びサービスの開発並びにその事業化に係る支援 

（略） 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第１ 住民に対して提供するサー

ビスその他の業務の質の向上に関
する目標を達成するためとるべき
措置 

 （略） 

(2)  成長分野への参入支援 

ア デジタル技術支援 

デジタル設計・解析技術、機械
学習技術等を活用したシミュレー
ション等による支援体制を新たに

構築し、企業におけるＤＸ、製品
開発の効率化や新機能を搭載した
製品の開発を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 住民に対して提供するサ

ービスその他の業務の質の向上
に関する目標を達成するためと
るべき措置 

 

(2)  成長分野への参入支援 

ア デジタル技術支援 

・ ＩｏＴや３Ｄ試作・加工技術
等を活用した試作開発の期間短
縮支援、３次元ＣＡＤ／ＣＡＥ

による機械部品の設計・応力解
析の活用等による支援、及び工
場の自動化や効率化へのデジタ

ル技術支援等を活用した効果的
なデジタルものづくりの支援を
行う。 

 

 

・ 中小企業等に適した無線通信

技術を実証できる環境を活用
し、無線技術の活用が期待され
る工作機械・ロボット等の支援

モデルを活用したサービスを提
供する。 

・ 製品開発の企画段階における

デジタルデータを用いた試作や
生成ＡＩ等新技術の活用、シミ
ュレーション等を行える環境を

活用し、事業化支援を実施す
る。 

・ 神奈川県ＩｏＴ推進ラボの参

画機関の一つであるＩｏＴ研究
会を引き続き運営し、ＩｏＴ関
連技術の普及・交流を促進する

機会を提供することでＩｏＴ・
ＡＩ等の Society 5.0 やデジタ
ル化への展開を見据えた技術開

発活動の活発化を図る。 

 

第１ 住民に対して提供するサービスそ

の他の業務の質の向上に関する目標を達
成するためとるべき措置 

（略） 

 

(2)  成長分野への参入支援 

ア デジタル技術支援 

・  機械学習やＩｏＴ等に関わる開発
（受託研究４件、Ｇｏ－Ｔｅｃｈ事業
１件等）や、シミュレーションソフト

を活用した開発（（受託研究 13 件、Ｊ
ＫＡ共同研究１件等）等を実施し、Ｉ
ｏＴや３Ｄ試作・加工技術等を活用し

た試作開発の期間短縮支援等を行っ
た。また、３Ｄデジタイザ等を用いた
精密測定支援について、問い合わせの

増加を目的にＷｅｂでの広報を強化し
た。 

・ 中小企業等に適した無線通信技術を

実証できる環境を活用し、無線技術の
活用が期待される工作機械・ロボット
等に係る支援モデルを提供し、技術支

援等を実施した。 

 

・ 製品開発の企画段階において、デジ

タルデータを用いた試作、生成ＡＩ等
の新技術活用、シミュレーション等を
行える環境を活用し、事業化支援を実

施した。 

 

・ 生成ＡＩ等に関わる製品開発等の支

援では、専門家派遣（14 社、延べ 92

回）、コンサルティング支援（５社）、
開発支援（２件、自然言語による誘導

が可能な屋外対応型自立走行搬送ロボ
ットの開発など）を実施し、総合的な
課題解決支援を行った。また、ＫＩＳ

ＴＥＣにおけるものづくりへの生成Ａ
Ｉ適用を試行し、家具試験機を例とし

 

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

デジタル技術分野については、ＣＡＥ

（構造解析、強度解析、応力解析解析
等）によるシミュレーションなど、ＫＩ
ＳＴＥＣの技術支援の特徴を活かした支

援を効果的に行うとともに、機械学習・
ＡＩやＩｏＴといった分野においても技
術支援を実施することができた。 

 

【課題】 

デジタル人材の不足が今後も続くこと

が懸念されることから、生成ＡＩ活用促
進事業等を通じて、デジタル人材の育成
などを継続して実施していく。事業化促

進研究については、開発ニーズに基づく
課題コーディネート機能の強化を図る必
要がある。新たな社会ニーズに対応した

新製品・新サービスに繋がる事業化支援
の一環として、開発初期に必要となる、
アイデア等の実現可能性を検証する概念

実証支援を推進していく必要がある。 

 

S   
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イ 事業化促進研究 

新たな成長産業への参入を目指
す中小企業等の開発ニーズに基づ

く技術分野として、ロボット、Ｉ
ｏＴ、エネルギー、ライフサイエ
ンスなどを設定する。 

これらの分野における中小企業
等の事業化を加速するため、研究
課題を公募し、採択した研究につ

いて、開発ニーズを持つ中小企業
等及び研究シーズを有する大学等
と、ＫＩＳＴＥＣの３者による共

同研究を実施する。 

研究課題の採択においては、ベ
ンチャー創出の視点、Society 5.0

やＳＤＧｓの実現に向けた方向性
を考慮する。 

中小企業等との共同研究におい

ては、研究資源を有効に活用し、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 生成ＡＩ等新たなデジタルツ
ールの開発や導入を促すセミナ
ーや講座は、前年度実施した一

連の研修の結果をふまえ、カリ
キュラムの改訂や広報上の表現
を工夫した上で実施し、受講者

層を広げ、ものづくりプロセス
の変革に取り組もうとするデジ
タル人材の育成をさらに進め

る。 

 

 

・ 最新無線通信技術の実証環境
を活用して得られた技術・ノウ
ハウにより、無線通信やデジタ

ル化に関する技術支援、共同研
究開発を行うとともに、事例や
知見を広く発信していくこと

で、中小企業等における効果的
なデジタル技術導入を促進す
る。 

イ 事業化促進研究 

・ 新たな成長産業への参入を支
援するため、対象分野にＡＩを

加え、多様化する事業化ニーズ
に合わせて制度の見直しを行
い、事業性の高い課題の共同開

発研究を推進し、製品化や競争
的研究費の獲得等による付加価
値創出の促進を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

たＩｏＴシステム改修など事例を創出
した。（再掲） 

・ 神奈川県ＩｏＴ推進ラボの参画機関
の一つであるＩｏＴ研究会を引き続き
運営し、展示会（テクニカルショウヨ

コハマ）での事例発表等により、Ｉｏ
Ｔ関連技術の普及・交流を促進する機
会を提供することでＩｏＴ・ＡＩ等の

Society 5.0 やデジタル化への展開を見
据えた技術開発活動の活発化を図っ
た。 

・ 生成ＡＩ活用促進事業として、オン
ラインセミナー「知を創るＡＩ、業務
を変えるＡＩ」（参加者 47 名）を実施

したほか、演習講座４件（有料、受講
者計 50 名）を実施した。前年度結果を
ふまえたカリキュラム改訂等を行い、

企業ニーズに即した講座「生成ＡＩを
すぐに使える！ＡＩフレームワーク入
門とオープンソースモデルの実践コー

ス」などを実施し、ものづくりプロセ
スの変革に取り組むデジタル人材の育
成を推進した。 

・ 最新無線通信技術の実証環境により
得られた技術・ノウハウを活用し、無
線通信やデジタル化に関する技術支

援、共同研究開発を実施した。 

 

 

 

 

 

イ 事業化促進研究 

・ 新たな成長産業への参入を支援する
ため、対象分野にＡＩを追加するな

ど、多様化する事業化ニーズに応じて
制度の見直しを実施した。これによ
り、事業性の高い課題に係る共同開発

研究を推進し、製品化や競争的研究費
の獲得等による付加価値創出の促進を
図った。具体的には、独自の金属加工

技術に基づく製造プロセスの製品検査
工程で課題となっていた全数検査装置
について、将来のＡＩ活用も視野に入

れながら、製品搬送やセンシング技術
等を駆使した共同開発に取り組んだ。
また、ＡＩ等デジタル産業の基盤とな

る半導体を取り巻く環境の大きな変化
を見据え、次世代電子実装システム研
究会を通じて事業者との共同開発を推

進した。 
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事業化・製品化を促進する。確実
な成果につなげるため、コーディ

ネート機能を活かした提案公募型
の競争的研究開発資金の獲得も視
野に入れて推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 新たな社会ニーズに対応した
事業化支援 

社会ニーズの変化に即した新製

品、新サービスの開発等に取り組
む企業について、試作、評価等、
技術面を中心に総合的な支援を実

施する。 

また、研究開発分野で得られる
評価法等を活用し、社会の要請に

応える新たなサービスを提供して
いくとともに、既に事業化してい
る抗菌・抗ウイルス評価は、社会

的な要請に応えられるよう、評価
体制のさらなる強化を図ること
で、企業の事業化を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  職員の研究力をさらに強化
し、解決策（ソリューション）

提案機能の向上を図る。これら
ＫＩＳＴＥＣが有する技術・ノ
ウハウ、及びインフラを活用し

た共同開発研究の実施により、
企業による事業化・製品化を促
進する。 

・ 技術移転コーディネーターに
よる伴走支援を活用して、中小
企業と研究者の連携を強化し、

より実現性が高い開発課題に取
り組み、競争的研究費の獲得等
への展開を加速し、事業化の促

進を図る。 

 

 

ウ 新たな社会ニーズに対応し
た事業化支援 

・ 中小企業等に対し、ＫＩＳＴ

ＥＣのモノづくり機能や評価機
能を活用し、多様化する事業化
ニーズにマッチした概念実証を

支援するために開発早期におけ
る事業化の可能性を評価し、新
製品、新サービスの開発促進を

支援する。 

 

 

 

・  社会ニーズに対応した新製
品、新サービスの開発等に取り

組む企業に対して、試作・評価
等、技術面を中心とした総合的
な支援を実施する。 

 

 

 

・ 企業ニーズに応えて研究開発
した評価法等を活用し、新技術
や新製品の性能評価サービスを

提供することで、企業の製品開
発を支援する。サービス提供す
る評価法は、以下の３分野とす

る。 

① ライフサイエンス系性能評価 

② 太陽電池性能評価 

③ 高信頼性セラミックス評価 

・ ①においては、光触媒加工品
をはじめとした抗かび製品の性

能評価方法及び創薬・再生医

・ 改革推進室がＫＩＳＴＥＣの強みを
見える化するテクニカルシートを作成

し、技術支援等における能動的な課題
解決策提案機能の向上を図った。ま
た、ソリューション事業を制度設計し

て立ち上げ、ソリューションコーディ
ネーターを配置して営業活動を行い、
３件を実施した。（再掲） 

・ 技術移転コーディネーターによる伴
走支援を通じて、産学公連携事業化促
進研究事業により中小企業の事業化を

促進する共同研究５件を実施した。ま
た、技術移転コーディネーターが集ま
り担当案件や事業化促進研究といった

事業についての情報共有をする機会を
設けることで、より実現性が高い開発
課題に取り組んだ。 

ウ 新たな社会ニーズに対応した事業化
支援 

・ 中小企業等に対し、ＫＩＳＴＥＣの

ものづくり機能や評価機能を活用し、
多様化する事業化ニーズに対応した概
念実証支援を実施した。これにより、

開発初期段階における事業化可能性の
評価を行い、新製品・新サービスの開
発促進の支援を実施した。新たなアイ

デアや概念の実現可能性を評価、検証
する概念実証支援事業として、ＫＩＳ
ＴＥＣのものづくり機能等を活かした

支援１件を実施した。 

・ 熱伝導率測定装置や高出力高精細Ｘ
線ＣＴ装置など、近年導入した機器等

を異なる専門知識を有する技術部職員
が横断的に相互利用することで、それ
ぞれの専門分野における既存機器との

相乗効果により、基盤的な金属加工製
品から半導体素材まで幅広い分野の開
発支援につなげた。 

・ 新たな評価法に依る性能評価等サー
ビスを提供することで、企業の製品開
発を支援した。 

 ①  抗ウイルス薬の性能評価サービス
と、「繰返し除菌性」と呼ばれる、菌を
拭き取った後でも除菌性能が維持され

るかの評価サービスについて、新規メ
ニュー２件を公開してサービス提供を
開始した。また、シングルセル解析を

用いた細胞評価（創薬・再生医療・細
胞医療製品評価方法）のサービス拡大
に向け、国の機関や団体、大手企業等

との協力関係を模索した。 
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【デジタル技術支援件数】 

中期計画期間中 40 件 

療・細胞医療製品評価方法の提
供に向けた取り組みを実施す

る。 

・ ②においては、新規太陽電池
の発電性能推定法等新たな性能

評価法の開発に取り組む。 

・ ③においては、製造プロセス
の可視化や機械的特性を支配す

る内部構造を観測する新たな評
価方法の標準化に取り組む。 

 

 

 

 

【デジタル技術支援件数】 

令和７年度中 ８件 

② ペロブスカイト太陽電池の性能評価
法の国際標準化に向けて、ラウンドロ

ビンテストをＡＩＳＴと連携して開始
した。また、最大電力点追従制御
（MPPT）法の開発について、共同研

究や企業への技術指導等を行った。 

③ マイクロカンチレバ―試験法の国際標
準化へ向けた委員会に参加するととも

に、技術相談や共同研究を実施した。
また、ＯＣＴ（光コヒーレンストモグ
ラフィー）とＩＲ集光炉を複合した高

温焼成中の内部構造観測評価システム
を開発し、サービスの提供を開始し
た。 

【デジタル技術支援件数】 

令和７年度中 18 件 

  中期目標期間（令和４年度～令和８年度）に関する特記事項 R4-R8 R4-R8 第２期見込評価特記事項 

  ＡＩ活用による生産性向上を目指す事業者を支援するとともに、保有する技術を
活かし、ものづくり現場におけるＡＩ活用を目指した共同開発研究に取り組んでき
たことを評価する。また、機械学習やＩｏＴ等に関わる開発支援（Ｇｏ－Ｔｅｃｈ

事業など）を実施し、ＩｏＴや３Ⅾ試作・加工技術等を活用した試作開発の期間短
縮などに結びつけたことなど、成長産業の支援を幅広く実施したことを評価する。 

ライフサイエンス系性能評価（６件）、太陽電池性能評価（１件）、高信頼性セラ

ミックス評価（３件）の評価メニューを創出・提供したほか、国際標準化へ向けた
取組を行うとともに、企業に向け評価サービスを提供したことを評価する。 

S   

各年度評価 

R4 R5 R6 

S S A 
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小項目 5  

 

中
期
目
標 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

（略） 

４ イノベーションを推進する人材の育成 

産業を取り巻く環境の変化が激しく、社会課題が複雑化しているなか、企業においては、多様な人材を育成し、新たな価値を生み出すことのできる体制を構築することが重要である。 

そのため、Society 5.0 やＤＸの推進における基礎的なリテラシーであるデジタルの知識やそれを活用できる人材はもとより、将来的にものづくりの中核を担う人材、先端領域の研究開発を担う人材

など、イノベーションを推進することのできる人材を育成する。 

多様な人材の育成においては、産学が連携したセミナーや研修を組み合わせることにより、様々な組織が協創できる機会を創出し、有機的な連携体制を構築していく。 

また、これからのイノベーションを担う創造的な人材を育むために、小中学生等を対象に、科学技術の理解増進に向けた活動に取り組む。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第１ 住民に対して提供するサー
ビスその他の業務の質の向上に関

する目標を達成するためとるべき
措置 

 （略） 

４ イノベーションを推進する人
材の育成 

ＳＤＧｓの実現に向け、新たな

社会システムの構築や循環経済
（サーキュラーエコノミー）への
転換が求められている中、エネル

ギー消費を抑制し、持続性・再生
産性の高い製品製造へと開発姿勢
が変化している。このような社会

的要請を踏まえ、次の３つの層の
人材育成を支援する。 

①デジタル化等の革新的技術を

取り入れ、新しい価値観に即
した高品質のものづくりを先
導する人材 

②循環型社会の課題解決に向け
た先端領域の研究・開発を担
う人材 

③今後のイノベーションを担う
次世代の創造的な人材 

実施にあたっては、オンライン

と対面、実習等を組み合わせ、受
講生の利便性にも配慮するととも
に、ＤＸやヘルスケア等、社会変

革に即したテーマの研修、講座や
セミナー等を新たに実施する。 

また、産学公の連携人材育成体

制を構築し、大学等と連携したセ
ミナーや研修を実施することで、
カリキュラムの充実を図る。 

 

第１ 住民に対して提供するサ
ービスその他の業務の質の向上

に関する目標を達成するためと
るべき措置 

 （略） 

４ イノベーションを推進する
人材の育成 

ＳＤＧｓの実現に向け、新た

な社会システムの構築や循環経
済（サーキュラーエコノミー）
への転換など、社会課題の解決

に必要な技術をテーマに研修、
講座を提供し、企業人材の育成
を支援する。 

 前年度の実績を踏まえ、生
成ＡＩ等、急速に広がるデジタ
ルテクノロジーをものづくりプ

ロセスへ導入する際の技術課題
を取り上げ、人材育成のための
カリキュラムをさらに充実させ

る。 

 高品質のものづくりを先導す
る人材、先端領域の研究・開発

を担う人材、次世代の創造的な
人材の３つの層の人材育成事業
全般で受講者数の回復傾向にあ

る対面開催事業を充実させ、実
地でしか体験できない満足度の
高い研修プログラムを実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

第１ 住民に対して提供するサービスそ
の他の業務の質の向上に関する目標を達

成するためとるべき措置 

 （略） 

 

４ イノベーションを推進する人材の育
成 

 開発と普及がほぼ同時進行する生成Ａ

Ｉ等の動向に注目し、開発動向やものづ
くりのプロセスへの導入課題などを引き
続き調査しながら、講座の企画に取り組

み、企業人材育成のためのカリキュラム
の充実に取り組んだ。また、企業へのヒ
アリングや受講者へのインタビュー、ア

ンケートを通じ、新技術導入への関心や
人材育成上の課題を把握しながら、既存
講座の改善を実施したほか、今年度新た

に企画した 14 件を含む 67 件の講座・研
修を実施した。 

新たな取組として、県内の関連機関や

アカデミアとの連携を構築し、ものづく
り技術分野の講座拡充を進めた。先端領
域の研究分野では、脱炭素化対策事業で

実施した次世代ＡＩ等の実装課題を解決
する半導体チップレットの集積やハイブ
リッド接合技術に関するテーマを取り上

げ、新たに講座を開設した。 

 また、高品質のものづくりでは、ＫＩ
ＳＴＥＣの分析・評価技術を活かした実

習講座を改善して継続し、情報通信分野
を支える材料の性能評価等に有効な光学
測定や、磁気測定の基礎に関する講座を

新たに加え、拡充した。 

 品質管理の分野では、生成ＡＩの活用
可能性が期待されることから、関連項目

を追加するなど、従来の講座カリキュラ

 

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

新しい技術の開発動向について継続的
に調査した結果を随時反映させながら、

講座の企画に取り組み、ニーズの高い実
習講座を中心に新たに 14 件の講座を実
施するとともに、令和６年度、精力的に

企画した実習講座に改良を加えて継続
し、企業のものづくり技術の向上支援と
ＫＩＳＴＥＣの分析・評価技術の普及に

努めた点を評価する。 

 企業と受講者の双方から新技術導入へ
の関心や人材育成上の課題を把握し、満

足度の高い講座を実施したことを評価す
る。 

 ものづくり技術分野の講座拡充を視野

に、県内の関連機関やアカデミアとの連
携を新たに構築し、新たな取り組みに着
手したことを評価する。 

 

【課題】  

 高度化する技術と企業ニーズの変化に

対応する講座の拡充が課題である。 

 しかしＡＩを始めとするデジタルテク

ノロジーは短期間で飛躍的に進展し、技

術開発の速度を格段に早め、講座に適し

たテーマをいつ、どのタイミングでとら

え、提供すべきか、選択、設定が難しく

なっている。 

 人材の育成という点では、従来企業が

組織として行ってきた教育の方法も様変

わりしつつある。それにともない、多様

S 
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(1) 企業人材育成 

ア ものづくり中核人材育成 

イノベーションを実現し、実装
する上で不可欠となる開発、製
造・加工、生産管理などに携わる

先導的な人材を育成するため、基
盤的技術を中心にデジタル解析技
術等の手法も含めて、材料技術、

設計技術、加工技術、解析・評価
技術、製造管理技術等の研修を実
施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 研究開発人材育成 

社会課題の解決に向けて研究開

発に取り組む人材を強化するため

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 企業人材育成 

ア ものづくり中核人材育成 

・ 「機械・材料」、「電子」、「化
学」、「情報・生産」等の分野に
おける材料技術、設計技術、加

工技術、解析・評価技術につい
て、特に基礎を重視した研修を
行い、企業の開発、製造・加工

に携わる人材の育成を図る。 

・ ものづくりのＤＸや製造工程
へのＩｏＴ技術導入、ＡＩ技術

等の活用に関連した研修を、前
年度受講者のアンケート結果等
をふまえて改訂し、企業ニーズ

に即した形で実施する。 

・ 企業から要望の多かった対面
の実習型研修を実施する。ＫＩ

ＳＴＥＣの技術的蓄積を活かし
たカリキュラムによる研修と技
術支援等により、顧客増とサー

ビスの充実に取り組む。 

 

 

 

・ 生成ＡＩを活用した品質管理
（ＱＣ）の手法など新しい情報

の提供も含め、品質管理やＩＳ
Ｏ規格等の製造管理技術に関す
る研修を行い、企業の生産管理

に携わる人材の育成を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 研究開発人材育成 

・ 社会課題の解決に取り組む人

材の育成を図るため、先端分野

ムを改訂して実施した。 

 情報通信技術の革新により、多様な分

野で研究・開発のスピードが増す一方、
技術人材の不足と教育・育成上の課題を
抱えながら新技術の導入も検討せざるを

得ない企業の状況をふまえ、それら企業
へのアンケートやヒアリングを通じ、人
材育成に関するニーズの把握に務めた。 

 

(1) 企業人材育成 

ア ものづくり中核人材育成 

・ 「高品質のものづくりを先導する人
材」の育成に向けて、企業の開発、製
造・加工に携わる人材を対象に、 製造

開発人材育成研修として新規５件を含
む計 29 件（実施 40 回、受講者計 175

名）を実施した。 

 

・ ものづくりのＤＸや製造工程へのＩ
ｏＴ技術導入に関連して、ＤＸやＩｏ

Ｔによる自動測定・品質データ活用の
基盤となる「幾何公差と加工・測定セ
ミナー」（２回開催、22 名受講）を新

たに開講した。 

・ ＫＩＳＴＥＣの分析・評価技術を活
かした対面実習講座「ガスクロマトグ

ラフ質量分析入門」、「ゴム、 プラスチ
ックの物性測定研修」を新たに実施し
た。 

・ 同様に、機械加工技術の講座を拡充
すべく、県内関連機関との連携を進
め、実習を加えたカリキュラムにより

令和８年度の共同開催を確定した。 

・ 産業技術マネジメント研修として、
企業の生産管理、品質管理（ＱＣ）等

に携わる人材に向けた研修 11 件（うち
新規２件、実施 24 回、受講者延べ 514

名）を実施した。特に、品質管理の分

野では、データと経験知の融合が期待
されることから、品質管理講習会（技
術課程）に「生成ＡＩの業務活用とＱ

Ｃ」を組み入れるなど、カリキュラム
を更新し、新たなニーズに応えた。 

・ 先進技術の早期導入に積極的な層を

対象に、ＩＳＯ規格に基づくプロジェ
クトマネジメント講座を新たに実施し
た。 

 

イ 研究開発人材育成 

・  「先端領域の研究・開発を担う人

材」の育成では、先端分野の研究や、

なニーズが生じることが予想される。 

 一方、基礎知識を持たない人材を採用

し、短期間で実践的な現場教育を行わな

ければならないケースも企業の現場では

生じている。 

 技術を担う人材、技術を教える人材、

いずれも減少しているため、組織的な教

育、人材育成が成り立ちにくくなってい

る。 

 こうした中、令和８年度は第三期計画

を視野に、従来とは異なる人材育成ニー

ズの把握と講座体系の再編が課題であ

る。 

 ＫＩＳＴＥＣ単独では対応が難しい分

野について、外部機関との協働を通じて

新たな価値提供を図ることも必要であ

る。 

 

 ものづくり中核人材育成では、実習講

座の継続的な実施と、県内関連機関との

共催等によるより実践的な講座の拡充が

課題である。 

 生産管理、品質管理等に携わる人材を

対象とした産業技術マネジメント研修

は、2026年度のＩＳＯの改訂に備え、企

業のニーズに即した研修を引き続き提供

することが課題である。 

 研究開発人材育成においては、社会課

題の解決に向けて開発が期待される技術

の動向を常にキャッチアップしながら、

実装上の課題などに関するテーマの講座

を、今後も継続して提供していくことが

課題である。 

 技術領域では、特に、ものづくりの高

度化に関する講座の拡充と体系化が課題

である。 
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に、ヘルスケアとＡＩの融合など
大学等が推進する先端分野の研究

や、産業界の有望技術等にフォー
カスした講座を実施する。また、
カーボンニュートラルなど新たな

社会課題の解決に必要となる研究
開発マネジメント分野等、様々な
形式を取り入れた講座を検討、実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【新規人材研修講座等実施件数】 

の研究や、産業界の有望技術等
にフォーカスした講座を大学や

企業との共催等により企画・実
施する。 

・ 特に重点４分野として設定し

た「Society 5.0」、「先進医療と
ウェルネス」、「環境・エネルギ
ー」、「新しいものづくり」の各

領域における最新の開発動向や
技術課題を調査し、企業の人材
育成支援に適したテーマを選出

した上で、質の高い講座を実施
する。 

・ 研究プロジェクトの成果展開

の一環として、先端研究の成果
を紹介する講座を企画・実施す
る。 

・ 前年度終了した県委託事業の
成果等を踏まえ、カリキュラム
を更新の上、次世代医療分野に

関する講座を実施する。 

 

 

 

 

・ ＳＤＧｓに関連し、前年度新

たに企画したテーマ（脱炭素化
対策技術関係等）の講座を拡充
し、実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【新規人材研修講座等実施件

産業界で必要とされる先端技術等につ
いて、重点４分野の技術開発動向を学

べる講座を、新規７件を含む計 25 件
（受講者 516 名）実施した。 

・ Society5.0 の関連分野では、ＩｏＴの

推進により生産現場で取得可能になっ
た多様なデータを構造化し、機器制御
システムと組み合わせて共有する「Ｐ

ＬＣとデータ連携」の技術を、実演と
演習から学べる講座として新たに企
画、実施した。 

 

 

・ 研究プロジェクトの成果展開の一環

として、令和６年度に企画した「社会
実装を目指すマイクロ流体デバイス」
（同 14 名）等を実施した。 

・ 先進医療分野では、県受託事業の成
果等を踏まえつつ、厚生労働省「創薬
クラスターキャンパス整備事業」によ

り、創薬等に用いる細胞の安定供給を
テーマに、「細胞加工製品の開発設計ポ
イント」（同 14 名）、「実習で学ぶデー

タ駆動型品質評価法の基礎」（同５名）
をいずれも無料で実施した。 

・ ＳＤＧｓに関連し、世界の環境規制

最新動向に即した化学物質管理マネジ
メントシステム構築に関する講座を、
昨年に続いて実施した。 

・ 令和６年度、新規企画した陸上養殖
に関する講座は、内容の拡充に向け、
県内関連企業等の調査を進めたが、実

際の改訂には至らなかった。 

・ 生成ＡＩ活用促進事業として、オン
ラインセミナー「知を創るＡＩ、業務

を変えるＡＩ」（同 47 名）を実施した
ほか、演習講座４件（有料、受講者計
51 名）を実施した。実施にあたって前

年度の結果等をふまえてカリキュラム
改訂等を行い、企業ニーズに即した講
座「生成ＡＩをすぐに使える！ＡＩフ

レームワーク入門とオープンソースモ
デルの実践コース」などを実施した。
（再掲） 

・ 特にＡＩ等を取り入れた最新のもの
づくり技術に関する講座の拡充に備
え、適切なテーマや講師人材の探索に

向けて学会や大学等との連携を積極的
に進め、令和８年度以降の企画に向け
た取組に着手した。 

【新規人材研修講座等実施件数】 
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中期計画期間中 30 件 数】 

令和７年度中 ６件 

令和７年度中 14 件 

  中期目標期間（令和４年度～令和８年度）に関する特記事項 R4-R8 R4-R8 第２期見込評価特記事項 

  生成ＡＩの活用などデジタル技術分野や、バイオ・ライフサイエンス分野などの
社会ニーズに応える講座や、所内機器設備を活用した実習などを中心に新規講座を

数多く立ち上げ（4年間で63件）、カリキュラムの改善・充実に取り組んだ。特に、
製造開発人材育成研修などのカリキュラム改編や講座・実習の拡充により、ものづ
くりを先導する人材育成を支援した。これらの取組により、中期計画を達成する見

込み。 

S   

各年度評価 

R4 R5 R6 

S S S 
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小項目 6 

 

中
期
目
標 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

（略） 

４ イノベーションを推進する人材の育成 

（略） 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第１ 住民に対して提供するサービ
スその他の業務の質の向上に関する

目標を達成するためとるべき措置 

 （略） 

 

(2) 科学技術理解増進 

小中学生等に、自然科学や科学技
術の発展によって新しい社会がもた

らされることへの理解を深めてもら
うために、イベントや、学習支援を
目的とした理科実験・工作教室等を

実施する。また、幅広い年齢層を対
象とする科学技術の普及啓発を目指
したイベントについても企画・開催

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 住民に対して提供するサ
ービスその他の業務の質の向上

に関する目標を達成するためと
るべき措置 

 （略） 

 (2) 科学技術理解増進 

・ 広報地域の拡大などにより、
前年度大幅に増加した件数を維

持しながら、「研究者・技術者
派遣事業（なるほど！体験出前
教室）」の取組を継続する。 

 

 

 

 

 

 

・ 学習支援の取組として、教職
員を対象とする理科実験・工作
教室等にものづくり技術に関連

する内容を拡充し、実施する。 

 

 

 

 

 

 

・ ＫＩＳＴＥＣの分析技術のエ
ッセンスや疑似業務体験を取り

入れたオリジナル企画の理科実
験教室を実施する。 

・ 事前予約制の理科実験室と当

日参加可能なイベントで構成す
る「おもしろ科学体験」（「サイ
エンスかながわ」参画事業）

は、新しい実験メニューを加え
て拡充し、幅広い学齢層が参加
可能な形態で開催する。 

第１ 住民に対して提供するサービ
スその他の業務の質の向上に関する

目標を達成するためとるべき措置 

 （略） 

 

(2) 科学技術理解増進 

・ 「次世代の創造的な人材」を育む
ため、県内全域の小・中学校の児

童・生徒並びに教員等を対象とした
理科実験教室等（計 143 件、参加者
6,849 名）を実施した。 

・ 「なるほど！体験出前教室」の講
師を務める伊藤政博教授（東洋大
学）と、理科実験室を含む一連のア

ウトリーチ活動の成果を総括された
論文を共同執筆し、国際的な微生物
学 誌 『 FEMS Microbiology 

Letters』に掲載された。 

・ 学習支援の新たな取組として、「な
るほど！体験出前教室」のボランテ

ィア講師による学校教育の担い手で
ある教職員を対象とする「なるほ
ど！体験出前教室 夏休み屋台村」

（参加教員７名）や教職課程を履修
する大学生等が講師になっての理科
実験室「実験秋祭り」（参加数 96

名）等、内容を拡充して実施した。 

・ ＫＩＳＴＥＣの分析技術のエッセ
ンスや疑似業務体験を取り入れて、

オリジナル企画の理科実験室「手鏡
をつくろう」などを開催した。 

・ 広報機能を拡充するため、新たに

Ｘアカウントを立ち上げ、「なるほ
ど！体験出前教室」の講師募集を行
ったほか、理科実験室の告知などに

活用し、より有効な情報提供の手段
として定着させた。 

・ 地域との連携として、近隣の中学

 

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

令和６年度に続き、精力的に事業に取
り組み、多数の児童・生徒を対象に工夫

をこらした実験室やイベントを行ったこ
とを高く評価する。 

併せて、教育の担い手への支援の取り

組みを拡充し、教職課程を履修する大学
生を講師にした理科実験室や、学校教員
のためのイベントを実施したことで、教

員の卵から現役教員まで一貫した支援を
行ったことを評価する。 

また、学齢層から保護者、教職員まで

広範な層を対象に、ＫＩＳＴＥＣの分析
技術、装置、大学との連携、人脈等を生
かした理科実験室や研修を実施したこと

により、科学技術の普及とＫＩＳＴＥＣ
業務のアウトリーチ活動に大きく貢献し
たことを評価する。 

さらに、理科実験室での取り組みに関
する報告が、連携した大学教員との共著
論文として専門誌に掲載され、アウトリ

ーチ活動における学習効果が認められた
点も高く評価する。 

 

 

【課題】 

 イベント等の件数については目標を達

成しているが、ＫＩＳＴＥＣの他の事業
成果の中には、アウトリーチのテーマと
して活用可能なものが多い。次世代の技

術人材育成に適したテーマをどのように
選び、企画化するか、またこうした活動
の成果を形に残していくかということが

S 
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【理科実験室・イベント等実施件
数 】 

中期計画期間中 545 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【理科実験室・イベント等実施
件数 】 

令和７年度中 110 件 

校から職場体験の要望を受け、ＫＩ
ＳＴＥＣ業務紹介と装置実演及び分

析体験を行った。 

・ 海老名本部で開催した「かながわ
サイエンスサマー 夏休みおもしろ

科学体験」（参加者776名）では、実
験教室「手鏡をつくろう」など、新
たな企画を加えて実施した。 

・ 溝の口支所では「青少年科学技術
フェスティバル」（同482名）に、殿
町支所では「キングスカイフロント

夏の科学イベント」（同 51 名）に参
画した。 

 

【理科実験室・イベント等実施件
数 】 

令和７年度中 144 件 

課題である。  

 将来を担う技術人材の育成として今後

は対象層を広げ、企業人材と学齢層の間
に位置する高校生などに対して、特にも
のづくりの高度な技術や、先進的な研究

成果に基づく新技術に対する理解を深め
る機会を提供していくことも今後の課題
である。 

  中期目標期間（令和４年度～令和８年度）に関する特記事項 R4-R8 R4-R8 第２期見込評価特記事項 

  県内の小中学校の児童・生徒の科学技術理解増進を図り、４年間で 531 校、
23,241 人に対して理科実験室等を実施するとともに、教育の担い手である教員への

支援などを実施した。これらの取組により中期計画を達成する見込み。 

S   

各年度評価 

R4 R5 R6 

A S S 
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小項目 7  

 

中
期
目
標 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 （略） 

５ オープンイノベーション等を推進する連携交流 

経営支援機関及び他の技術支援機関等と連携し、企業に対する総合的な相談対応機能の強化を図る。また、産学公連携や広域連携など他機関とのネットワークを活用し、オープンイノベーション
等を推進することにより、企業・大学・他機関等が協創するプラットフォームとしての機能を強化する。併せて、金融機関との連携強化や様々な共同体による活動への参画などにより、企業等によ

る共創の取組を創出し、その活動を支援する。 

さらに、国の研究機関や近隣都県の試験研究機関等と連携し、情報や保有するデータ等の共有、人材の相互支援や交流を推進する。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第１ 住民に対して提供するサー

ビスその他の業務の質の向上に関
する目標を達成するためとるべき
措置 

 （略） 

５ オープンイノベーション等を
推進する連携交流 

神奈川Ｒ＆Ｄネットワーク構想
に参画する企業との連携や、かな
がわ産学公連携推進協議会など大

学との連携を活用し、中小企業等
の様々なニーズを発信することに
より、共創によるイノベーション

創出の機会を企業や大学等に提供
する。 

さらに、競争力の高い製品や、

サービスの開発に寄与する総合的
な支援を実施する。また、経営支
援機関との連携や、産学公連携、

首都圏テクノナレッジ・フリーウ
ェイ（ＴＫＦ）等の広域連携等、
その他機関との情報や保存するデ

ータ等の共有、人的ネットワーク
等の強化を図り、中小企業等に対
して、その他の機関や大学等との

橋渡しを推進する。特に、さがみ
ロボット産業特区の取組を促進す
る神奈川版オープンイノベーショ

ンを推進する。 

 

 

 

【連携機会創出件数】 

中期計画期間中 197 件 

【技術情報オンライン提供件数】 

中期計画期間中 100 件 

 

第１ 住民に対して提供するサ

ービスその他の業務の質の向上
に関する目標を達成するためと
るべき措置 

 （略） 

５ オープンイノベーション等
を推進する連携交流 

・前年度に引き続き、神奈川Ｒ
＆Ｄ推進協議会やかながわ産学
公連携推進協議会をはじめ、包

括連携協定機関やその他連携機
関等とも交流・協力し、大学や
中小企業等の技術シーズ・ニー

ズのマッチング活動を活性化
し、イノベーション創出の機会
を企業や大学等に提供する。 

・ かながわ自動車部品サプライ
ヤー支援センター等と連携した
情報提供を推進するなど、その

他機関との情報や保存するデー
タ等の共有、人的ネットワーク
等の強化を図る。 

・ 包括的な連携強化・協働を図
るため、県央地域を管轄する大
手金融機関との包括連携協定締

結に向けた協議を開始するな
ど、連携機能の充実を図る。 

 

 

 

 

 

【連携機会創出件数】  

令和７年度中 40 件 

【技術情報オンライン提供件
数】 

令和７年度中 20 件 

第１ 住民に対して提供するサービスそ

の他の業務の質の向上に関する目標を達
成するためとるべき措置 

 （略） 

 

５ オープンイノベーション等を推進す
る連携交流 

・ 外部の関係機関等と必要に応じて連
携を行い、技術交流フォーラム 41 件を
実施するなど、イノベーション創出の

機会を企業等に提供した。 

・ 神奈川Ｒ＆Ｄ推進協議会にて「共創
交流推進部会」を海老名本部で開催

し、参画したメンバー企業に対して、
ＫＩＳＴＥＣが取り組むソリューショ
ン紹介したほか、かながわ産学公連携

推進協議会（以下、「ＣＵＰ－Ｋ」とい
う。）にて、テクニカルショウヨコハマ
の開催に合わせ大学技術シーズ発表会

を行い、技術者等の意見交換を推進し
た。 

・ ＫＩＰの「神奈川県自動車部品サプ

ライヤー連絡協議会」に参画し、技術
動向等の把握に努めた.。 

・  包括的な連携強化・協働を図るた

め、県央地域を管轄する大手金融機関
との包括連携協定締結に向けた協議を
開始した。 

・ 技術情報オンライン提供件数につい
ては、技術フォーラムのハイブリッド
講演に加えて、ＹｏｕＴｕｂｅ動画配

信などを行い、19 件を提供した。 

【連携機会創出件数】  

令和７年度中 92 件 

【技術情報オンライン提供件数】 

令和７年度中 19 件 

 

 

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

・対面開催を増加させつつ、様々な開催

形式で、社会ニーズに対応した成長分野
の技術テーマに関しての技術交流フォー
ラムを実施し、中小企業等のイノベーシ

ョン創出につながる技術交流や情報提供
を行うことができた。 

また、Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ Ｈｕｂ

においては、職員の研究力向上を目指し
た改善を実施したほか、ＣＵＰ－Ｋと共
同で数多くの研究者・技術者等の技術連

携・交流を促す場を提供した。 

このよう各取組・事業において、関係
機関との連携強化を図ることができたこ

とを評価する。 

・神奈川Ｒ＆Ｄ推進協議会に参画する企
業向けに「公設試活用に向けた見学相談

会」を継続して実施し、企業等の技術シ
ーズ・ニーズを把握するとともに、参加
企業と職員間の技術者・研究者同士によ

る意見交流機会を設けたほか、神奈川Ｒ
＆Ｄ推進協議会の取り組みである「共創
推進交流部会」を海老名本部で開催し、

参画したメンバー企業に対して、ＫＩＳ
ＴＥＣが取り組むソリューション提供へ
の取組を紹介し、連携交流事業を通じた

技術支援顧客獲得に向けた取組を実施で
きたことを評価する。 

・「神奈川オープンイノベーション交流

会」や「技術連携交流会」において、技
術マッチングや交流会を通じた参加者同
士の交流を図れたほか、神奈川県、神奈

S 
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(1) シーズ育成に向けた研究開発
における連携交流 

学協会・規格会議等の委員活動
や、大学とのクロスアポイントメ
ントなどを通じた他機関の研究者

との連携交流を活用して、オープ
ンイノベーション等を推進する。
併せて、コーディネート支援やマ

ッチング支援の推進により、新成
長分野への参入などを目指して研
究開発をする企業や大学等による

共創の取組を創出し、その活動を
支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 企業のイノベーション創出を
推進する技術支援・事業化支援に
おける連携交流 

中小企業等の技術的な課題を解
決するため、国の研究機関や近隣
都県の試験研究機関、大学等との

連携を強化し、そのネットワーク

(1) シーズ育成に向けた研究開
発における連携交流 

・ 事業化促進研究や研究プロジ
ェクト等の技術シーズを育成す
るため、引き続き、各研究機

関・企業等と連携するためのコ
ーディネート機能の充実を図
る。 

 

 

 

 

・ 様々な研究機関の研究者等と
の連携交流を推進するため、大

学とのクロスアポイントメント
等を活用する。 

・ 県内の理工系大学や支援機関

等で組織するかながわ産学公連
携推進協議会と神奈川Ｒ＆Ｄ推
進協議会とが連携し、大学や中

小企業等が有する技術シーズ
を、上記協議会メンバー企業に
紹介するイベントを開催するな

ど、新たな連携交流機会の創出
を図る。 

 

 

 

 

 

・ 株式会社ケイエスピー等の県
内インキュベーション機関との

連携を強化し、ベンチャー企業
等の創出・育成支援機能の充実
を図る。 

・ 幅広い分野で活用が期待され
ているロボット開発促進のた
め、神奈川県と連携してさがみ

ロボット産業特区を活用し、共
同研究開発を促進する「神奈川
版オープンイノベーション」に

取り組み、開発に参加する企業
を支援する。 

 

(2) 企業のイノベーション創出
を推進する技術支援・事業化支
援における連携交流 

・ かながわ産学公連携推進協議
会の参加機関等、県内理工系大
学、経営支援機関、金融機関等

との交流や情報交換を推進し、

(1) シーズ育成に向けた研究開発にお
ける連携交流 

・ 脱炭素化対策事業の実証試験実施に
ついて川崎市等の関連機関と調整を進
めるなど、コーディネート機能を活用

した。 

・ 産学公連携事業化促進研究では、コ
ーディネーターを配置し広く研究シー

ズ等を収集することで、「ロボット、Ｉ
ｏＴ・５Ｇ」分野及びライフサイエン
ス分野にて、中小企業・大学が参画す

る課題１件を新たに採択した。 

・ 大学と７件のクロスアポイントメン
トを実施した。 

 

 

・ 大企業等が参画する神奈川Ｒ＆Ｄ推

進協議会の事務局として、ＣＵＰ－Ｋ
に参画する大学の技術シーズを紹介す
るなど、ＣＵＰ－Ｋを通じて 10 件の技

術コーディネートを実施した。また、
研究成果発表交流会Ｉｎｎｏｖａｔｉ
ｏｎ Ｈｕｂでは、ＣＵＰ－Ｋとのコラ

ボセッション「イノベーション創出！
～技術×支援でつながるミートアップ
～」を開催（出席者 105 名、交流会参

加者 80 名）した。このセッションで
は、数多くの研究者・技術者等の技術
連携・交流を促す場を提供するととも

に、関係機関との連携強化を図った。 

 

 

 

 

 

・ 神奈川県等と連携して、「神奈川オー
プンイノベーション交流会 ―さがみロ
ボット産業特区ロボット研究会―」を

海老名本部で開催し、技術マッチング
や交流会の実施等により、ロボット開
発を促進した。 

 

 

 

(2) 企業のイノベーション創出を推進
する技術支援・事業化支援における連携
交流 

・ 県内関係機関と連携し、ＫＩＳＴＥ
Ｃの利用実績が無い中小企業等の様々
な課題を拾い上げるための仕組みの一

つとして、ハンズオン支援を実施した

川Ｒ＆Ｄ推進協議会、ＴＡＭＡ協会、Ｋ
ＩＰといった関係機関と一層の連携強化

を図ることができたことを評価する。 

 

【課題】 

・施設公開デーについて、参加者数が前
年度を下回ったため、より多くの相談や
交流の機会を増やすべく、開催方法や開

催形式の見直しを検討する。 

・Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ Ｈｕｂについ
て、新型コロナ禍以降、減少傾向で課題

であった職員の発表件数やセッション数
を増加に転じることはできたものの、参
加者数は前年度を下回ったため、より多

くの交流や情報提供の機会を増やすべ
く、開催方法や開催形式の見直しを検討
する。 

・県内企業が抱える技術課題を迅速かつ
的確に把握し、ニーズに見合った支援を
行うため、第二期中に、有用な企業情報

等を保有する金融機関や支援機関等に対
して、包括連携協定の締結に向けた協議
を行う。 
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を活用したコーディネート支援や
マッチング支援を推進する。ま

た、事業化を目指す中小企業等の
各ステージのニーズに応じて、経
営支援機関、金融機関等と連携し

て、経営・技術・金融による総合
支援を提供する。 

 

中小企業等との連携機会の創出
や、コーディネート支援を継続

する。 

 

・ 事業化を目指す企業等の技術

シーズ・ニーズを吸い上げるた
め、神奈川Ｒ＆Ｄ推進協議会で
の「公設試活用に向けた見学相

談会」を前年度に引き続き実施
するなどにより、企業に合わせ
た技術課題解決を支え、技術

者・研究者同士の意見交流を推
進する。 

 

 

 

 

 

 

・ 社会ニーズに対応した技術フ

ォーラムを開催し、必要に応じ
て開催手法の多角化を検討し、
オンラインでの技術情報提供等

を推進し、他機関との連携機会
を創出するとともに 、中小企
業等の新規事業や新規分野への

参入、技術課題等の解決を後押
しする。 

 

 

 

・ 首都圏テクノナレッジ・フリ

ーウェイ（ＴＫＦ）等の活動を
通じて情報共有や人的ネットワ
ーク強化により他の公設試との

連携を図るとともに、その他の
連携体との広域連携を行うこと
で、試験研究に関わる技術力を

高め、最適かつ迅速な技術支援
を推進する。 

ほか、近隣自治体や商工会議所等への
重点的な訪問を行い県内関係機関との

連携を強化し、企業等の様々な課題を
拾い上げる活動につなげた。 

・  事業化を目指す企業等の技術シー

ズ・ニーズを把握するため、神奈川Ｒ
＆Ｄ推進協議会において「公設試活用
に向けた見学相談会」を実施するな

ど、企業に応じた技術課題解決を支援
したほか、 神奈川県、神奈川Ｒ＆Ｄ推
進協議会、一般社団法人首都圏産業活

性化協会（以下、「ＴＡＭＡ協会」とい
う。）及びＫＩＰと連携し、「技術連携
交流会」を開催し、神奈川Ｒ＆Ｄ推進

協議会のメンバー企業をはじめとした
県内企業等に対して技術マッチング機
会を提供し、16 件の技術マッチングを

行うなど、技術者・研究者同士の意見
交換を促進した。 

・ 外部の関係機関等と必要に応じて連

携を行い、技術交流フォーラム 41 件を
実施（再掲）した。脱炭素技術、自動
運転、情報技術等の成長分野を中心と

して、来所型 30 件、ハイブリッド型６
件、オンライン型５件と多角的な運営
方法にて実施することで、中小企業等

の連携機会創出やコーディネート支援
を行った。また、生成ＡＩ活用促進事
業において、ＴＡＭＡ協会と連携した

専門家派遣を実施し、導入に向けた技
術課題解決を後押しした。 

・ ＴＫＦミニインターンシップでの技

術職員の相互派遣（７件）や研究成果
発表会への研究員派遣を行い、他の公
設試との連携を図った。 

・公設試と国立研究開発法人産業技術総
合研究所とで組織された産業技術連携
推進会議（産技連）を通じて、共同研

究に取り組むなど研究員の技術力向上
等を図った。 

  中期目標期間（令和４年度～令和８年度）に関する特記事項 R4-R8 R4-R8 第２期見込評価特記事項 

   外部の関係機関等と連携しながら、多岐にわたる開催形式で技術交流フォーラム
を開催し、最新の技術情報や技術動向、研究成果や業務実績等を積極的に発信する
とともに交流機会を提供した。また、オープンイノベーションを推進するため、企

業に求められる技術課題の明確化を図りながら技術マッチングを支援した。さら
に、ＫＩＳＴＥＣの利用を促すなど連携交流を通じた支援の利用促進にも継続的に
取り組んだ。 

 また、近隣都県の４公設試とともにＪＳＴ主催の新技術説明会（オンライン）を
開催して研究成果を発信するなど、公設試間の連携強化に向けた取組も継続した。 

 研究成果の報告や研究者・技術者等の交流の場を提供する「Ｉｎｎｏｖａｔｉｏ

S   

各年度評価 

R4 R5 R6 

S S A 
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ｎ Ｈｕｂ」については、毎年改善を加えながら開催し、積極的な技術情報の提供と
研究者・技術者との交流を行った。 

その他、従前の公式ホームページによる情報発信やメールマガジン配信に加え
て、技術交流フォーラムのハイブリッド開催、ＳＮＳの活用（公式ＹｏｕＴｕｂｅ
チャンネルでの動画配信、公式Ｘによる定期的投稿）といったオンラインによる新

たな広報媒体を取り入れ、多角的なチャネルを活用した技術情報等の提供を行っ
た。 
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小項目 8  

 

中
期
目
標 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

ＣＯＶＩＤ-19に端を発した「新しい生活様式」への社会変容、またSociety 5.0やＳＤＧｓ等の実現に向けた取組に伴い、組織運営についても大胆な変革が不可欠である。定期的な事業の見直し等、

業務のスクラップ・アンド・ビルドを徹底することにより、産業構造の変化に適切に順応できる運営体制を構築する。 

１ 効果的・効率的な組織運営 

既存事業や業務の見直しを定期的に行い、スクラップ・アンド・ビルドを徹底することにより、取り組むべき事業に財源と人員を集中し、社会変化に適応することができる、しなやかな組織を

構築する。 

拠点についても、機能の強化・集約化を検討したうえで、効果的・効率的な組織運営を徹底する。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第２ 業務運営の改善及び効率化

に関する目標を達成するためとる
べき措置 

 

１ 効果的・効率的な組織運営 

(1) 組織の適応力の向上 

社会の変化に即応するため、組

織の再編や部横断的な体制の構築
などを通じて、組織の機動性と柔
軟性を高める。 

また、必要に応じてプロジェク
トチームを編成するほか、任期付
研究員の活用など多様な雇用形態

により、しなやかな組織運営に努
める。 

 

 

 

 

 

(2)  経営資源の有効な活用 

社会の変化に応じた継続的な業

務の見直しを図る。 

また、建物施設や研究設備など
を効率的・効果的に活用すること

により、提供するサービスの改善
に取り組み、競争力の強化を図っ
ていく。 

さらに、事務手続き等所内業務
の効率化により生み出す財源や人
材を有効に活用し、対外的なサー

ビスの強化に努め、経営資源の適
切な配分に取り組む。 

 

 

 

 

第２ 業務運営の改善及び効率

化に関する目標を達成するため
とるべき措置 

 

１ 効果的・効率的な組織運営 

(1)  組織の適応力の向上 

・ 社会ニーズの変化に即応し、

課題への柔軟な対応や迅速な意
思決定を図るとともに、将来に
向けた改革を推進するため、適

時、組織の再編、組織横断的な
体制を構築する等、柔軟で機動
力のある運営を行う。 

・ 必要に応じてプロジェクトチ
ームを編成するほか、人員の状
況に応じた採用活動の適宜実施

など、しなやかな組織運営に努
める。 

 

 

(2) 経営資源の有効な活用 

・ 迅速かつ効果的な経営判断が

可能な情報資産の管理を引き続
き実施する。 

 

 

・ 情報資産を活用した企画調整
機能の強化を継続し、顧客ニー

ズに即した事業展開を推進す
る。 

・ 事業予算の見える化、収支管

理の徹底に努め、業務運営の改
善及び効率化を推進する。 

 

 

 

 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関す

る目標を達成するためとるべき措置 

 

 

１ 効果的・効率的な組織運営 

(1)  組織の適応力の向上 

・ 社会ニーズの変化に即応し、課題へ

の柔軟な対応及び迅速な意思決定を図
るとともに、将来に向けた改革を推進
する観点から、組織の再編成や組織横

断的な取組を随時実施し、柔軟で機動
力のある運営に努めた。 

 

・ 中小企業等の研究開発センター機能
強化を目指した所内改革に沿った第三
期の取組を議論する場を定期的に設け

るなど、必要に応じてワーキンググル
ープや会議体を設置し、しなやかな組
織運営の確保に努めた。 

 

(2) 経営資源の有効な活用 

・ 迅速かつ効果的な経営判断を可能と

するため、引き続き情報資産の適切な
管理を実施するとともに、読み手のニ
ーズに合わせたグラフ化等出力形式を

修正した。 

・ 情報資産を活用した企画調整機能の
強化を継続し、顧客ニーズに即した事

業展開の推進に努めた。 

 

・ 事業予算の見える化や収支管理の徹

底に努めるとともに、経営資源適正配
分の議論を効率化するため、予算資料
の様式を変更した。また、予算編成ス

ケジュールを早期に開示し、作業開始
を前年度から 1.5 月前倒しとした。 

 

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

社会ニーズに即応し、柔軟で機動力の
ある組織とするために、課題への柔軟な

対応と迅速な意思決定を図ったこと、ま
た、改革推進室と技術部が連携して企業
支援の新たな形を模索し、組織機能の強

化に取り組んだことを評価する。 

また、定期的な財務情報の報告により、
期中でも機動的に経営層からの意見が反

映できたことを評価する。 

【課題】 

社会ニーズや課題に対応し、柔軟

で起動力のある組織を維持していく
ために、随時、組織体制の検証や見 
直しを図っていく必要がある。 

また、第三期における情報資産の
より一層の活用を促進するため、整
理すべき管理・集計方法の改善に向

けた課題抽出、課題解決検討が必要
である。 

 

 

A 
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(3) 拠点と機能の強化 

海老名本部や溝の口支所をはじ

め、殿町支所、よこはまブランチ
の各拠点において、中小企業等の
ニーズや地域との関係に留意し、

機能の充実強化や集約等を検討
し、計画的に実施する。 

特に、殿町支所においては、未

病改善や未知ウイルスへの対応な
ど、社会的要請に応じて企業が開
発する関連製品の評価センターと

しての機能を強化する。 

(3) 拠点と機能の強化 

・ 殿町支所をライフサイエンス

系研究の拠点として、殿町地域
に位置する他機関との連携強化
を継続する。特に、再生細胞医

療拠点の強化を図る。 

 

(3) 拠点と機能の強化 

・ 殿町支所をライフサイエンス系研究

の拠点として位置付け、殿町地域に立
地する他機関との連携を継続して推進
した。特に、再生細胞医療拠点の強化

を図った。 

  中期目標期間（令和４年度～令和８年度）に関する特記事項 R4-R8 R4-R8 第２期見込評価特記事項 

  社会ニーズに対応した組織の再編や殿町支所のライフサイエンス系研究拠点とし

ての機能強化等を随時実施することにより、柔軟で機動力のある運営に努めてき
た。具体的には、第二期中期目標期間から予算編成に関わる業務分掌を見直し、経
営判断に必要となる情報を集約できる体制を整えた。これにより、新規事業の打ち

出しや予算編成作業の迅速化と効果的な判断が可能となり、脱炭素化対策事業な
ど、県の重要施策と連携した予算の確保が可能となった。 

また、第三期に中小企業等の研究開発センターとしての機能を強化するため、４

つの戦略（研究力の向上、分析・計測・標準機能の強化、ソリューション能力の拡
充、運営から経営に）を立案し、これら所内改革を進めるための会議体（令和６年
度）や改革推進室（令和７年度）を設置し、改革を推し進めるなど効率的な組織運

営を行った。 

殿町支所においては、ライフサイエンス評価センターとしての機能強化のため、
一般社団法人かながわ再生・細胞医療産業ネットワーク（RINK）や CReM 

TONOHANE のへの本格参加（令和５年度～７年度）や殿町評価事業課の設置（令
和６年度）、厚生労働省創薬クラスターキャンパス整備事業を活用したオープンラボ
の整備など、再生・細胞医療製品評価機能強化を着実に進めている。 

A   

各年度評価 

R4 R5 R6 

A B A 
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小項目 9  

 

中
期
目
標 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

（略） 

２ 効果的・効率的な人事制度の運用 

人事評価制度について、適切な運用を図るとともに、リスキリングを含めた人材の育成・研修を効果的に実施することにより、職員の意欲及び能力の向上を図る。 

採用については、方法や時期などを柔軟に運用することにより、優秀かつ多様な人材の確保に努め、併せて適正な人員配置を図る。 

また、テレワークや時差出勤などいわゆる「働き方改革」を推進する。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価区分 
評価 
区分 

コメント 

第２ 業務運営の改善及び効率化
に関する目標を達成するためとる
べき措置 

 （略） 

２ 効果的・効率的な人事制度の
運用 

 

(1) 職員の能力向上  

人事評価制度について継続的に

検証を行い、適時、必要な改善を
行う。 

また、人事ローテーションや、

大学等の他機関との人材交流など
を行うことで、研究、企業支援、
組織運営等、それぞれの業務の特

性にあった能力を備え、公正で創
造力豊かな人材の育成に取り組
む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 柔軟な職員の採用等 

柔軟な採用活動を行い、中小企

業等の開発ニーズ等に即した専門
知識を有する職員を確保する。 

第２ 業務運営の改善及び効率
化に関する目標を達成するため
とるべき措置 

 （略） 

２ 効果的・効率的な人事制度
の運用 

 

(1)  職員の能力向上 

・ 人事評価制度について、社会

情勢や組織の状況等に合わせ継
続的に検証を行い、適時、必要
な改善を行う。 

・ 産業ニーズに対応した人材育
成を目指し、他機関との人材交
流等、職員の能力向上に適した

育成メニューの検討を継続的に
実施する。 

・  人事ローテーションを意識

し、本部・支所の交流や、所属
部間の兼務なども含めた適材適
所の人事異動を実施し、職員の

キャリアアップを図るととも
に、法人としての総合力向上に
つなげる。 

・ 研修内容をより効果的なもの
となるよう随時見直し、積極的
な人材育成を行う。 

 

・ 職員研修等については、内部
研修とともに、外部機関の講師

等を活用するなど、より効果的
な職員の能力開発制度の構築・
改善を継続する。 

 

(2)  柔軟な職員の採用等 

・ 専門知識を有する職員の確保

に向け、ＫＩＳＴＥＣでの法人
説明会を開催するとともに、学

第２ 業務運営の改善及び効率化に関す
る目標を達成するためとるべき措置 

 （略） 

 

２ 効果的・効率的な人事制度の運用 

 

 

(1)  職員の能力向上 

・ 人事評価制度について、社会情勢や

組織の状況等を踏まえ、継続的に検証
を行い、改正を行った。 

 

・中小企業大学校への派遣研修や、首都
圏の他公設試との間でのミニインター
ンシップ、大学とのクロスアポイント

メント等を活用した交流を行った。 

 

・  人事ローテーションを踏まえ、本

部・支所間の交流や所属部間の兼務を
含めた適材適所の人事異動を実施し、
職員のキャリアアップと法人としての

総合力向上に努めた。 

 

 

・ 研修講座として、近年の社会課題に
対応可能な知識が取得できる講座を新
たに選定するなど、職員の研修受講を

促し、積極的な人材育成を行った。 

・ 外部研修機関や外部講師を活用した
研修を実施するなど、効果的な職員の

人材育成を心がけた。 

 

 

 

(2)  柔軟な職員の採用等 

・  専門知識を有する職員の確保に向

け、法人説明会（民間企業における会
社説明会に相当するもの）や所内見学

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

(1)  職員の能力向上 

人事評価制度について、職員をより適
切に評価するための必要な改正を行った
ことを評価する。 

近年の社会課題に合った研修講座を選定
し、高い研修受講率を得るなど、職員の
能力向上に努めたことを評価する。 

(2)  柔軟な職員の採用 

採用広報媒体の利用など積極的な採用
広報を行うことにより、多数の優秀な採

用選考応募者を獲得したことを評価す
る。 

 

【課題】 

(1)  職員の能力向上 

職員の能力や成果に見合った適切な評
価を行うことで、職員がそれぞれの担当
職務で最大限に能力を発揮できるように

するため、人事評価制度を継続的に検
証・改善を行っていく必要がある。 

職員全体の能力向上のために引き続き

研修内容の見直しなどを進めていく必要
がある。 

(2)  柔軟な職員の採用 

職員の職種や年齢構成、技術及び知識
の継承を念頭に置きつつ、第２期中期計
画に沿った人員採用を引き続き実施して

いく必要がある。 

 

A 
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また、適正な人員配置を図るこ
とで、効率的な業務運営体制を確

立する。 

さらに、職員のワーク・ライ
フ・バランスを考慮した働き方改

革を推進する。特に、所外におけ
る業務実施環境を整備し、テレワ
ークの導入を進める。 

会等の職場説明会や近隣大学の
企業説明会への参加、技術分野

別のインターンシップの開催な
ど、積極的な広報活動を展開す
る。 

 

 

 

 

 

・ 職員の採用にあたっては、現

在の体制で不足している中堅職
員の採用や年度当初の採用に固
執しない柔軟な採用を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 課題や改革に対応するための
必要な人員を配置した組織体制

を確立し、効率的な業務運営を
行う。 

ツアー、技術分野別のインターンシッ
プを開催した。また、近隣大学等での

就職説明会に参加した。さらに、理系
大学院生向けに特化した就活サイトを
積極的に活用した。これらの活動によ

り、令和８年２～３月に行った研究職
採用募集では 23 名の応募者を得て、こ
のうち 13 名が博士（修了見込み含む）

であるなど、優秀な応募者を獲得し
た。 

・ 職員の採用にあたっては、職員全体

の年齢構成のバランスを考慮しつつ、
技術やノウハウの継承が円滑に進めら
れるように、新規採用及び（任期なし

職員への切り替え制度のある）任期付
採用を実施し、令和７年度は２名の新
規採用職員と１名の任期付職員を採用

した。また、令和８年４月の採用予定
者として５名の新規採用職員（うち研
究職３名）と５名の任期付職員（うち

研究職２名）を確保した。このうち任
期付き研究職員１名については、令和
７年 10 月に前倒しで採用するなど、柔

軟な採用に努めた。 

・ 将来に向けた改革を推進する観点か
ら設置した改革推進室を中心として、

組織横断的な取組を行い、また機能強
化を目指した所内改革に沿った第三期
の取組を議論する場を定期的に設ける

など、しなやかな組織運営に努めた。 

  中期目標期間（令和４年度～令和８年度）に関する特記事項 R4-R8 R4-R8 第２期見込評価特記事項 

  人事評価制度については、社会情勢や組織の状況等を踏まえ、「人事評価制度実施

要綱」及び「人事評価制度の手引き」を改正した。 

また、人事ローテーションを踏まえ、本部・支所間の交流や所属部間の兼務を含
めた適材適所の人事異動を実施し、職員のキャリアアップと法人としての総合力向

上に努めた。 

研修制度については、令和４年度に制度を見直し、これまで職員や所属の自主性
に委ねていた階層別研修等を指定研修として位置付け、受講対象者と研修内容を明

確にした研修を実施することで、組織として求める人材の育成を積極的に行った。 

専門知識を有する職員の確保に向け、法人説明会や施設公開デーでの学生向け所
内見学ツアー、技術分野別のインターンシップの開催、近隣大学等での就職説明会

への参加、さらに理系大学院生向けに特化した就活サイトを積極的に活用し、これ
まで、事務職 15名、研究職 16名の合計 31名の常勤職員を採用し（令和８年６月１
日時点）、優秀な人材の確保に努めた。 

以上の取組を継続して実施することにより、中期計画を達成する見込み。 

A   

各年度評価 

R4 R5 R6 

A A A 
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小項目 10  

 

中
期
目
標 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

（略） 

３ 効果的・効率的な業務運営 

業務の内容やプロセス、組織の運営方法を随時見直すことにより、効果的かつ効率的な業務運営を徹底する。  

情報処理システムの整備など、情報化を推進することにより、事務処理の効率化やサービスの向上を図る。 

 
 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第２ 業務運営の改善及び効率化
に関する目標を達成するためとる

べき措置 

 （略） 

３ 効果的・効率的な業務運営 

 

(1) 業務の適切な見直し  

地方独立行政法人としてのメリ

ットを活かし、業務の外部委託、
外部人材の活用等、業務内容や運
営方法の見直し等を柔軟に実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 業務運営の改善及び効率
化に関する目標を達成するため

とるべき措置 

 （略） 

３ 効果的・効率的な業務運営 

 

(1) 業務の適切な見直し  

・ 所内事務等の電子化を進め、

事務効率化に向けた課題の抽
出・解決を図る。 

 

 

・  業務内容や運営方法の見直
し、必要に応じて費用対効果を

検討しつつ業務の外部委託、外
部人材の活用等を行う。 

・ 所内の会議体制等を活用し、

全所的な課題や各事業における
課題等について解決策を検討
し、個々の業務についての適切

な見直しを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関す
る目標を達成するためとるべき措置 

 （略） 

 

３ 効果的・効率的な業務運営 

 

(1) 業務の適切な見直し 

・ 所内事務の電子化を進め、決裁文書

の電子保存システムの機能を整備する
とともに、事務手続きの効率化を図っ
た。 

 

・ 業務内容や運営方法の見直し、必要
に応じて費用対効果を勘案しつつ、専

門性の高い業務を外部委託すること
で、適切な事務処理を効率よく行え
た。 

・ 所内の会議体制等を活用し、全所的
な課題や各事業における課題等につい
て解決策を検討するとともに、個々の

業務について適切な見直しを行った。
また、第三期中期計画策定に向けて中
期計画検討会議を立ち上げ、第三期の

注力分野や取組について議論した。 

【所内改革に関する特記事項】 

・ 理事長直轄の新設組織である改革推

進室を設置し、所内改革を推進した。 

・ 職員の研究力向上のため、外資獲得
に向けたスキルアップ講座を開講し、

経常研究の制度改定を行い、競争的経
常研究を導入し、所横断的な研究テー
マ３件実施した。 

・ 計測・標準機能の拡充に向けて、試
験研究機関としてのリテラシー向上の
ため、ISO 9001 品質マネジメント研修

を開催した（職員参加者 61 名）。（再

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

(1) 業務の適切な見直し 

所内事務の電子化や効率化を図ったほ
か、専門性の高い業務を外部委託するこ

とで、適切な事務処理を効率よく行えた
ことを評価する。 

また、所内の会議体制等を活用し、全

所的な課題や各事業における課題等につ
いて解決策を検討するとともに、個々の
業務について適切な見直しを行ったほ

か、第三期中期計画策定に向けて所内改
革を適宜進められたことを評価する。 

 

(2) 情報化の推進  

制度改正等に対応した改修を適宜行
い、事務処理の省力化・効率化を図った

ことを評価する。 

また、情報セキュリティ及び利便性に
配慮し、無線ＬＡＮの構築に着手すると

ともに、適切なネットワーク運用を行っ
たことを評価する。 

 

【課題】 

(1) 業務の適切な見直し 

個々の業務の適切な見直しを進めるた

めには、業務の主たる目的や目的達成の
為の手段や所内他部署や所外との関係性
を整理する必要がある。 

決算業務等専門性の高い業務内容を外
部委託に頼り過ぎないように、委託内容
を理解できる職員の育成と委託をバラン

スよく分担することが課題である。 

A 
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(2) 情報化の推進  

持続性ある情報処理システムの

整備を推進するとともに、クラウ
ドコンピューティング等の活用に
より、効率的・効果的な業務運営

の改善を図る。  

また、基幹ネットワークシステ
ムのセキュリティ向上を図るとと

もに、事務処理の省力化・効率化
に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 情報化の推進  

・ ＫＩＳＴＥＣ運営のための基

幹システム（人事給与、庶務、
財務に係る業務システム）につ
いて、適宜必要な改修を行い、

事務処理の省力化・効率化を図
る。 

・ 所内におけるグループウェア

等や電子決裁システム等の主要
な業務システムの運用課題抽出
や解決を検討し、更なる業務の

デジタル化・効率化を図る。 

・ 所内におけるグループウェア
等や電子決裁システム等の主要

な業務システムの運用課題抽出
や解決を検討し、更なる業務の
デジタル化・効率化を図る。 

 

・ 令和６年度に導入した技術支
援業務管理システムの早期定常

化を図り、技術支援利用状況の
みならず各種顧客情報の一元管
理を目指す。 

・ 情報セキュリティや利便性に
配慮し、無線ＬＡＮの構築を開
始すると共に適切なネットワー

ク運用を行うことで、Ｗｅｂ会
議やリモートワーク、ペーパレ
ス化の一層の推進と業務の効率

化を図る。 

 

 

 

 

 

 

掲） 

・ ソリューション能力を拡充し、技術

支援等における能動的な課題解決策提
案機能の向上を図るため、改革推進室
員がソリューション事業を制度設計し

て立ち上げ、ソリューションコーディ
ネーターを配置して営業活動を行い、
３件を実施した。（再掲） 

・ 運営から経営へ向けたリテラシー向
上や、役員による経営的な判断のた
め、新規事業提案等の事業ヒアリング

を行うこととし、資料作成における経
営視点について所内に向けて説明会を
開催し、認識の拡大に取り組んだ。 

 

(2) 情報化の推進  

・ ＫＩＳＴＥＣ運営に係る基幹システ

ム（人事給与、庶務、財務等の業務シ
ステム）について、必要に応じて改修
を行い、事務処理の省力化及び効率化

を図った。 

 

・ 所内におけるグループウェアや電子

決裁システム等の主要業務システムに
ついて、運用上の課題を抽出し、改善
策を検討するとともに、業務の更なる

デジタル化及び効率化を推進した。ま
た、契約面でもグループウェアの長期
契約を締結することで安定稼働を図る

とともに事務の効率化も行った。 

・ＩＤ連携システムについて、人事給与
システム（ＩＰＫ）の人事情報を基に

した連携を実施した。 

・ 令和６年度に導入した技術支援業務
管理システムについて、早期の定常化

を図るとともに、技術支援利用状況の
みならず、各種顧客情報の一元管理に
向けた取組を進めた。 

・  情報セキュリティや利便性に配慮
し、無線ＬＡＮの構築に着手（海老名
本部の管理情報棟等、溝の口の各事務

室、殿町支所、よこはまブランチにＡ
Ｐ設置を完了し提供開始）するととも
に、無線ＬＡＮのセグメント分割を完

了した。 

・ 所内ネットワークについては、運営
業務委託を実施しヘルプデスク機能構

築に着手し、適切なネットワーク運用
を行った。会議スペースにおいては、
Teams Rooms の増設を行い、Ｗｅｂ会

議の環境を強化した。 

 

(2) 情報化の推進  

第二期中に、以下の課題に対応する必
要がある。 

・セグメント分割について、有線ＬＡＮ

のセグメント分割を実施する。 

・ Microsoft365 について、Windows10

の延長サポート対応を実施する。 

・ モバイルノートＰＣについて、更新
に向けた準備行為を実施する。 

・ ファイルサーバについて、海老名本

部及び溝の口支所のファイルサーバ、
及び所内ネットワークに接続されてい
るＮＡＳの大容量ファイルサーバへの

統合を実施する。 
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・ ネットワークやＩＴ機器を使
用する業務の情報セキュリティ

対策支援（神奈川県警と連携、
事業計画立案時からの対策支
援）を実施する。 

・ ネットワークやＩＴ機器を使用する
業務に対し、情報セキュリティ対策支

援（神奈川県警との連携や事業計画立
案段階からの対策支援）を実施した。 

 

  中期目標期間（令和４年度～令和８年度）に関する特記事項 R4-R8 R4-R8 第２期見込評価特記事項 

  業務内容と費用対効果を勘案しつつ、専門性の高い業務の外部委託や外部人材の

活用を継続するとともに、複数年度契約を可能としたほか、固定資産会計処理シス
テムを導入するなど、業務運営方法の見直しを積極的に進め、効果的・効率的に事
務を執行した。基幹システム（人事給与、庶務、財務に係る業務システム）につい

ては、様々な制度改正等を踏まえ、その都度必要な改修を速やかに行い、事務処理
を適切に行った。 

また、基幹ネットワークシステムのセキュリティ確保・向上に留意した上で、Ｌ

ＴＥ接続可能な業務ＰＣの導入、電子決裁システムや技術支援業務システム等各種
クラウドサービスの導入、所内ネットワークの再構築及び無線化、ネットワーク外
部接続速度の改善などによる業務運営・事務処理の効率化を進めた。 

これらの取組を実施・改善する上で所内会議体を活用し課題の抽出・見える化、
解決に向けた議論・提案を行いながら、着実に所内ＤＸを推進している。 

以上により、中期計画を達成する見込み。 

A   

各年度評価 

R4 R5 R6 

A A A 
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小項目 11 

 

中
期
目
標 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

１ 収入の確保 

試験計測や技術開発などにおけるサービスの質の向上を図り、併せて、創意工夫に取り組むことで、事業収入の確保に努める。また、保有するノウハウの活用や、大学等や中小企業等との連携を図
り、提案公募型の競争的資金等の獲得に努める。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第３ 財務内容の改善に関する事
項 

 

１ 収入の確保 

(1) 事業収入の確保 

中小企業等のニーズを捉えた機

器整備等を行うことにより、提供
するサービスの質の向上を図り、
事業収入の確保に努める。また、

経済情勢を踏まえた適正な料金設
定の仕組みを検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 競争的資金の獲得 

第３ 財務内容の改善に関する
目標を達成するためとるべき措
置 

１ 収入の確保 

(1) 事業収入の確保 

・ 依頼者のニーズに適切に対応

し、コスト意識を持った計画的
な試験計測機器の整備を進め、
安定した収入の確保に取り組

む。 

・ 依頼者の支援ニーズを反映さ
せた試験項目の見直しを適宜実

施する。 

・ 試験計測機器の整備のみなら
ず、利用者のニーズに沿った試

験計測等の体制を改善するほ
か、技術支援業務管理システム
から得られる情報を活用してサ

ービスの質の向上を図り、顧客
満足度の向上と収益の向上を目
指す。 

・ 近い将来の事業収入を見据え
て、成長が見込まれる分野への
機器整備・拡充等に先行投資を

行う。 

・ 人材育成事業における受講料
収入の確保に向けて、受講者の

ニーズを踏まえた研修・講座の
見直しや新規講座の定着に取り
組む。 

・ 各部の経営的な視点により、
各事業収入の確保と収入増に向
けた補正予算や次年度予算編成

を行う。 

 

 

 

(2) 競争的資金の獲得 

第３ 財務内容の改善に関する目標を達
成するためとるべき措置 

 

１ 収入の確保 

(1) 事業収入の確保 

・  依頼者のニーズに適切に対応しつ

つ、コスト意識を踏まえた計画的な試
験計測機器の整備を推進した。併せ
て、安定的な収入の確保に努めた。 

 

・ 依頼者の支援ニーズを反映させた試
験項目の見直しを適宜実施した。 

 

・ 試験計測機器の整備のみならず、利
用者のニーズに沿った試験計測等の体

制の改善を図った。併せて技術支援業
務管理システムにより得られた情報を
活用し、サービスの質の向上を推進す

るとともに、顧客満足度および収益の
向上に努めた。 

 

・ 近い将来の事業収入を見据えて、成
長が見込まれる分野における機器整
備・拡充等について、先行投資を実施

した。 

・ 人材育成事業における受講料収入の
確保に向け、受講者ニーズを踏まえた

研修・講座の見直しを行うとともに、
新規講座の定着を推進した。 

 

・ 社会ニーズに対応し、中小企業を中
心とした産業支援に必要な機器更新費
用を確保するとともに、機能強化に向

けた戦略的経費を確保することで、将
来ニーズに対応するための財政基盤の
確立を図った。 

 

(2) 競争的資金の獲得 

 

 

 

【実績に対する評価】 

年度計画を着実に進め、補助事業等を
活用した機器整備や試験計測料金の適宜

改定により事業収入を確保するととも
に、競争的資金の獲得に積極的に取り組
み、川崎市や（公財）実中研らと協力し

て厚生労働省の創薬クラスターキャンパ
ス整備事業に申請するなど、外部機関と
連携をとりながら数多くの申請を行うこ

とで、約 11.3億円（令和６年度約 8.7億
円）の資金を獲得したことを評価する。 

 

 

【課題】 

(1) 事業収入の確保 

 来期に向けて中小企業のＲ＆Ｄセン
ターとしての機能を強化する改革を進め

ている。研究力、規格・標準評価機能を
強化することで、共同研究やソリューシ
ョン提供を通じた企業の開発支援をより

一層促進し、企業支援サービスを充実・
発展させるための経営資源を自ら確保す
ることを目指している。職員自らがコス

トを踏まえた投資とそれによる効果を意
識した行動が取れるよう、組織内への経
営視点導入が課題である。 

 

(2) 競争的資金の獲得 

 今後、社会で求められていく研究分野

を担う人材の確保と育成が課題である。 

 

 

 

 

 

A 
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研究開発等の業務の一層の充実
を図るため、構築したネットワー

ク、蓄積されたノウハウ等を活用
し、提案公募型の競争的資金の獲
得に努める。 

 

・ ＫＩＳＴＥＣの研究レベルの
向上や企業支援に結び付く提案

公募型の競争的資金に関する情
報収集を行い、獲得を目指す。 

・ 提案公募型の競争的資金の獲

得に向けて、企業や他機関との
連携等を積極的に進める。 

・ ＫＩＳＴＥＣの研究レベルの向上や
企業支援に資する提案公募型競争的資

金に関する情報収集を行い、当該資金
の獲得に向けた取組を推進した。 

・ 提案公募型競争的資金の獲得を図る

ため、企業および他機関との連携等を
積極的に推進した。特に、川崎市や
（公財）実中研らと協力して申請した

厚生労働省の創薬クラスターキャンパ
ス整備事業による競争的資金の獲得
は、オープンラボの工事と機器整備や

人材育成の実施につながった。 

・ 獲得した外部資金は約 11.3 億円（令
和６年度 8.7 億円）であった。 

 

 

 

 

 

  中期目標期間（令和４年度～令和８年度）に関する特記事項 R4-R8 R4-R8 第２期見込評価特記事項 

  第一期の中長期的な課題であったホームページの更新について、コンテンツのデ
ィレクトリ構造改善から手がけ、技術支援Ｗｅｂサイトをリニューアルし、技術支

援情報提供を充実させるととも
に、サイトから流入する技術相談
の増加に取り組んだ。また、技術

支援業務システムを刷新して相談
受付業務を効率化することによ
り、技術支援体制を向上させた。

これらの取組により技術支援収入
の確保に努めた。さらに、補助金
を活用した機器整備等によるサー

ビスの質の向上や、経済情勢を踏
まえた適正な料金設定の仕組みを
構築するほか、競争的資金の獲得

に努め、第一期から継続して高い
収入を確保しており、中期目標を
達成する見込み。 

A   

各年度評価 

R4 R5 R6 

A A B 
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小項目 12 

 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第３ 財務内容の改善に関する事
項 

（略） 

２ 財務運営の効率化 

運営経費などの定期的な見直し
を行い、料金の適正化を図る。不

足が予想される財源に応じて予算
配分の最適化に努める。 

また、ベンチャー支援に伴う出

資業務を行う場合には、関連法規
等を遵守し、適切に実施する。 

第３ 財務内容の改善に関する
目標を達成するためとるべき措
置 

（略） 

２ 財務運営の効率化 

・ 運営経費及び事業経費を見直

す仕組みを活用し、予算配分の
最適化に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 事業収入等を財源とする法人
共通管理費や積立金を活用し、
組織の機能向上に努める。 

 

 

 

・  ベンチャー支援に伴う出資
は、関連法規等を遵守し、適切
に実施する。 

第３ 財務内容の改善に関する目標を達
成するためとるべき措置 

（略） 

２ 財務運営の効率化 

・ 運営経費及び事業経費の見直しの仕
組みの一つとして、予算資料を過去５

年間の経費一覧や前年度との比較を取
り入れた資料に刷新し、部毎に予算の
全容を整理し、事業予算の余力・不足

を把握することで、予算配分の最適化
に努めた。また、理事長が各部長に事
業の方向性、実施戦略及び事業収入等

の見通しをヒアリングする場を設け、
適正な予算配分を行った。 

・ 特に、光熱水費の執行については、

国の補助の動向や価格の高騰リスク等
を踏まえ、庁舎管理や経理部門と情報
共有を図りながら、所要額の的確な把

握に努め、適切に対応した。また、電
気・ガス・水道の使用量等を定期的に
確認し、過去実績との比較を行うこと

で利用状況の変化等が発生した場合の
早期把握に努めた。 

・ 事業収入等を財源とする法人共通管

理費や積立金を活用するとともに、予
算調整の場において各部長が事業戦
略・方向性を役員に向けて発信する機

会を設け、機器購入等を決定し、組織
の機能向上を図った。 

・ ベンチャー支援に伴う出資に至るケ

ースは無かったが、その前段階の新株
予約権取得は実現したため、出資と同
様に関連法規や規定に基づき適正に処

理した。 

 

 

 

【実績に対する評価】 

法人のトップである理事長と事業執行
の責任者である各部長が密に調整した上

で予算の適正配分等が行えたことを評価
する。 

光熱水費の執行については、社会情勢

の変化を踏まえ、関係部門と情報共有を
図りつつ適切に対応したことを評価す
る。 

 

【課題】 

光熱水費の執行については、今後も社

会情勢の変化に伴う影響が予想されるこ

とから、常に関連情報を注視する必要が

ある。 

 

 

A 

 

 

  

  中期目標期間（令和４年度～令和８年度）に関する特記事項 R4-R8 R4-R8 第２期見込評価特記事項 

   第二期中期目標期間から予算編成に関わる業務分掌を見直し、経営判断に必要と

なる情報を集約できる体制を整えた。これにより、新規事業の打ち出しや予算編成
A   

中
期
目
標 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

（略） 

２ 財務運営の効率化 

財務運営の定期的な見直し、効率化を図ることにより、限りある経営資源の有効な活用を徹底する。また、出資業務を行う際は、その適切な執行に努める。 
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作業の迅速化と効果的な判断が可能となり、脱炭素化対策事業など、県の重要施策
と連携した予算の確保が可能となった。 

 急激な燃料費等の高騰の影響を受けた中、運営経費の中でも影響の大きい光熱費
について、関係部署間の連携を強化し、利用状況を定期的に把握することで状況に
応じた対応を進めたほか、所内予算調整方法の改善に努め、運営経費の年度変化や

事業予算の余力や不足の把握を進めることで、運営経費の定期的な見直しと予算配
分の最適化を目指した。 

また試験計測料金については、受益者負担の適正化を図るとともに持続的支援を

継続していくため、料金改定手順の改正や緊急措置としての料金改定を実施するな
ど料金の適正化に努めた。 

ベンチャー支援に伴う出資業務においては、ＫＩＳＴＥＣ発ベンチャー企業への

出資の検討を行うとともに、企業からの新株予約権取得につながる支援の実施と会
計基準等に基づく適正な処理を行った。 

以上、中期計画・各年度計画に基づく取組を着実に実施し、中期計画を達成する

見込み。 

各年度評価 

R4 R5 R6 

A A A 
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小項目 13 

 

中
期
目
標 

第５ その他業務運営に関する重要事項 

１ 社会的責任 

コンプライアンスについて、法令はもとより社会的規範を遵守することにより、県民からの信頼を確保する。 

情報管理、情報公開については、業務を通じて収集した個人情報、新技術や新製品の開発データ等の管理を適切に行う。併せて、県民に開かれた公設試験研究機関として、適切に情報公開を行うこ
とにより、公正で透明性の高い業務運営を図る。 

また、全ての事業活動を通じて、カーボンニュートラルや環境保全等に取り組み、ＳＤＧｓの実現に貢献する。 

さらに、利用者が安全に利用できる環境の整備を図るとともに、職員が安心して働けるように安全衛生に配慮した職場環境の改善に努める。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第９ その他業務運営に関する重

要事項の目標を達成するためとる
べき措置 

１ 社会的責任 

(1) コンプライアンス 

法令・社会的規範等の遵守や高
い倫理性をもった業務活動を徹底

するため、理事長のリーダーシッ
プの下、不正防止策、コンプライ
アンス研修・啓発活動を改善、強

化していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９ その他業務運営に関する

重要事項の目標を達成するため
とるべき措置 

１ 社会的責任 

(1) コンプライアンス 

・ コンプライアンスの推進及び
徹底を図るため、コンプライア

ンス推進委員会を定期的に開催
するとともに、コンプライアン
スに係る教育及び啓発活動の年

度計画を作成し、年度計画に基
づいて研修及び啓発活動を効果
的に実施する。 

・ 不正通報窓口、ハラスメント
に係る相談窓口において、職員
等からの相談に適切に対応す

る。 

・ 文部科学省をはじめとした国
の競争的資金に係るガイドライ

ンを遵守する。 

 

 

・ 企業等との利害関係の有無に
ついて役職員に対し申告を求
め、利益相反委員会で利益相反

管理の必要性の有無等を審議
し、必要な措置を講じること
で、個人及び組織としての利益

相反管理を適切に行う。 

・ 特に研究活動については、研
究活動に関わる職員に対し、研

究倫理講習を実施し、その効果
測定を実施する。 

 

 

 

・ 法規範、所内規範、倫理規範

第９ その他業務運営に関する重要事項

の目標を達成するためとるべき措置 

 

１ 社会的責任 

(1) コンプライアンス 

・ コンプライアンスの推進及び徹底を
図るため、コンプライアンス推進委員

会を年４回開催するとともに、コンプ
ライアンスに係る教育及び啓発活動の
年度計画を策定した。当該年度計画に

基づき、関係所属が連携して教育及び
啓発活動を実施した。 

 

・ 不正通報窓口及びハラスメントに係
る相談窓口において、職員等からの相
談（令和７年度分３件）に対し、適切

な対応を行った。 

・ 文部省をはじめとする国の競争的資
金に係るガイドラインを遵守し、他機

関における研究不正に関する情報を共
有して注意喚起を行うなど、適切な運
用に努めた。 

・ 企業等との利害関係の有無について
役職員に申告を求め、利益相反委員会
で利益相反管理の必要性を審議した。

その結果右に基づき、必要な措置を講
じることで、個人及び組織としての利
益相反管理を適切に実施した。 

 

・ 全ての役職員を対象として「コンプ
ライアンス研修・研究倫理教育」を実

施し、効果測定を行った。 

・ 法規範等について内容変更等を適宜
調査するとともに、必要に応じて所要

の規程改正を行うなど、適切に法規範
等の対応を行った。 

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

(1) コンプライアンス 

教育及び啓発活動を計画的に実施する
ことにより、年間を通じてコンプライア

ンスの意識醸成を図っていることを評価
する。 

ハラスメント等の相談窓口を適宜周知

し、職員等の相談に適切に対応し、事案
の解決及び防止に努めたことを評価す
る。 

所要の規程改正を行うなど、適切に法
規範等の運用を図っていることを評価す
る。 

 

(2) 情報管理、情報公開 

県民や利用者の信頼を確保するため、

公正で透明性の高い業務運営を行い、適
切な情報公開を実施したことを評価す
る。 

 

(3) 環境保全 

化学物質等の管理や有害物質等の測定

を適切に実施するとともに、環境安全管
理協議会を開催し、海老名本部における
環境汚染未然防止状況等の報告を適切に

実施したことを評価する。 

業務のペーパレス化等の取組により、 

省エネルギーや資源のリサイクル等に努

めたことを評価する。 

 

(4) 安全衛生 

職員の安全と健康の確保のため、定期
的に安全衛生委員会を開催するととも
に、労働災害の防止と職員の健康増進の

A 
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(2) 情報管理、情報公開 

情報セキュリティに関する研修
を定期的に実施し、職員の情報管
理に関するリテラシー向上に努め

る。業務を通じて収集した個人情
報、新技術や新製品の開発データ
等の管理を徹底する。さらに、情

報の重要度に応じた適切な情報管
理を行っていく。 

また、県民や利用者の信頼を確

保するため、公正で透明性の高い
業務運営を行い、適切な情報公開
に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 環境保全 

全ての事業活動において、ＳＤ
Ｇｓの実現に貢献するため、省エ

ネルギーや資源のリサイクルなど
に努めるとともに、業務のペーパ
レス化等に取り組み、カーボンニ

ュートラルにつながる活動を推進
する。また、化学物質等による環
境汚染等を未然に防止するため、

自己監視測定等を定期的に実施す

について内容の変更や廃止の有
無、新たに適用されうる規範に

ついて適宜調査するとともに、
対応の要否を検討し、必要な対
応の実施とプロセスを記録す

る。 

 

(2) 情報管理、情報公開 

・ 県民や利用者の信頼を確保す
るため、公正で透明性の高い業
務運営を行い、適切な情報公開

に努める。 

 

 

・ 全ての役職員等が、個人情報
等の取扱いについての理解を深
めるため、教育研修を行うとと

もに、個人情報等の管理状況を
検証するため、監査を実施す
る。 

・ 公式ホームページにおいて、
事業内容や運営状況を適切に公
開できるよう、ウェブアクセシ

ビリティ対応を踏まえ、画面構
成、内容、表示形式等につい
て、適宜、顧客や閲覧者目線に

立った見直し・更新を行う。 

 

 

 

 

 

・ 高度利用が進む所内情報シス
テムのリスクを的確に評価し、
共有手段や情報管理手法の見直

しを実施する。 

・ 保有する情報資産の部ごとの
機密性、完全性、可用性の評価

を明らかとし、機密性と完全
性、可用性とのバランスを考慮
した情報管理を実施する。 

 

(3) 環境保全 

・海老名市及び周辺地域と締結

している環境安全協定に基づ
き、周辺環境の保全を図るため
に、排水や排ガス中の有害物質

等を測定する自己監視測定を実
施する。 

・ ＳＤＧｓの実現やカーボンニ

ュートラル につながる活動と

 

 

 

(2) 情報管理、情報公開 

・ 県民及び利用者からの信頼を確保す

るため、公正で透明性の高い業務運営
を行うとともに、ホームページ上で規
程集の掲載等を行うなど、適切な情報

公開に努めた。情報公開請求は令和７
年度１件あった。 

・ 全ての役職員等を対象に、個人情報

等の取扱いに関する理解を深めるため
の教育研修を実施した。併せて、個人
情報等の管理状況を検証するため、個

人情報等安全管理監査を実施した。 

 

・ 公式ホームページにおいて事業内容

及び運営状況を適切に公開するため、
年度当初に、公式ホームページ改善・
リニューアルといった中長期的な議題

について議論を行った上で、画面構
成、内容及び表示形式等について、ウ
ェブアクセシビリティへの配慮を踏ま

えた利用者の視点に立った見直し・更
新を実施した。また、ウェブアクセシ
ビリティの重要性のリテラシー向上の

ため、外部講師による職員向け研修を
実施した。 

・ 高度利用が進む所内情報システムに

ついて、リスクの的確な評価を行い、
共有手段及び情報管理手法の見直しを
実施した。 

・  保有する情報資産の部ごとの機密
性、完全性、可用性の評価を明確化す
るとともに、機密性と完全性、可用性

とのバランスを考慮した情報管理を実
施した。 

 

(3) 環境保全 

・ 環境安全協定に基づき、化学物質、
高圧ガス等の自主管理や、排水、排ガ

ス中の有害物質等の定期的な測定を実
施するとともに、同協定に基づき、地
元の自治会の参加のもと環境安全管理

協議会を開催した。 

・ ＳＤＧｓの実現及びカーボンニュー
トラル に資する取組として、業務のペ

ーパレス化をはじめ、省エネルギーの
推進や資源のリサイクル等に継続して
取り組んだ。 

 

ため、所内安全点検の実施や法改正への
対応を適切に行うことで、所内労働環境

を改善したことを評価する。 

「心の健康づくり計画」に基づき、全
職員向け、管理職向けの２本立てでメン

タルヘルスケアに関する研修を実施し、
職員のメンタルヘルスケアに関する理解
促進に寄与したことを評価する。 

ストレスチェックの分析結果に基づ
き、各部署の実情に応じた対策等を講じ
るなど引き続き職場環境の改善に取り組

む状況を評価する。 

 

【課題】 

(1) コンプライアンス 

コンプライアンスの意識醸成を常に図る
ため、教育研修や啓蒙活動を継続して実

施するとともに、その内容についても随
時見直していく必要がある。 

 

 

(2) 情報管理、情報公開 

 

県民や利用者の信頼を確保するため、適
切な情報公開を実施していく必要があ
る。 

・公式ホームページ、CONNECT ペー
ジ、りかすとんページについて、ウェブ
アクセシビリティの JIS 試験を委託す

る。 

・公式ホームページのリニューアル検討
のための議論を実施する。 

・公式ホームページのウェブアクセシビ
リティのシステム部分について、外部業
者に委託し改善する。 

 

 

 

(3) 環境保全 

依然として紙で決裁・保存している文
書が多く、電子化をより推進する必要が

ある。 

 

 

(4) 安全衛生 

所内安全点検や安全衛生委員会におい
て抽出した所内横断的な課題について、

安全衛生委員からの意見を踏まえ、効果
的かつ着実な課題解決を継続的に実施し
ていく必要がある。 

メンタルヘルスケアについては、引き続



42 

るなど、環境保全に配慮した活動
を徹底する。 

 

(4) 安全衛生 

安全衛生委員会において、職員

や利用者に安全かつ良好な環境を
提供するため、設備・環境の改善
など、必要な取組を企画・実施

し、労働災害の防止と職員の健康
増進に努める。 

 

 

して、引き続き業務のペーパレ
ス化に取り組む等、省エネルギ

ーや資源のリサイクル等に努め
る。 

(4) 安全衛生 

・ 定期的に安全衛生委員会を開
催し、職員の安全と健康の確保
を図るとともに、化学物質の管

理状況の把握や労働環境等の継
続的改善を実施することによ
り、労働災害の防止と職員の健

康増進に努める。 

・ 安全衛生委員会の意見等を踏
まえ、所内環境改善に向けた整

備を実施する。 

 

 

 

 

 

・ 「心の健康づくり計画」に基
づき、職員の心の健康づくり、
活気のある職場づくりに取り組

む。 

(4) 安全衛生 

・ 定期的に安全衛生委員会を開催し、

職員の安全と健康の確保を図るととも
に、化学物質の管理状況の把握や労働
環境等の継続的改善を実施することに

より、労働災害の防止と職員の健康増
進に努めた。 

 

・ 有害物の人体に及ぼす作用等につい
て掲示する事項の見直し・追加を行
い、対象物質を拡大する安全衛生法令

の改正を受け、安全衛生委員会の意見
を踏まえながら、化学物質の有害性に
関する掲示物を新たに作成し、各実験

室に掲示するとともに、保護具着用管
理責任者を選任した。 

・「心の健康づくり計画」に基づき、全

職員向けのメンタルヘルス研修や管理
職向けのラインケアに関する研修を行
い、職員の心の健康づくりに取り組ん

だ。 

・ ストレスチェックの結果を受けた職
場環境改善を実行するため、各部署に

分析結果を配布し、併せて各部署での
取り組み内容を報告してもらうことに
より、職場環境の更なる改善に努め

た。 

き全職員向けや管理職向けにスポットを
当てた研修を実施することにより、全職

員の更なる意識の醸成に今後とも取り組
んでいく必要がある。 

ストレスチェックの分析結果に基づき

各部署で実施された職場環境改善のため
の取組を所内で共有し、継続して働きや
すい職場環境の整備に努めていく必要が

ある。 

 

 

 

  中期目標期間（令和４年度～令和８年度）に関する特記事項 R4-R8 R4-R8 第２期見込評価特記事項 

  令和５年度からコンプライアンスに係る教育及び啓発活動の年次計画を作成し、

年次計画に基づいて職員に向けた研修及び啓発活動を効果的に実施した。また、不
正通報窓口、ハラスメントに係る相談窓口において、職員等からの相談に適切に対
応するとともに、特に研究活動については、研究活動に関わる職員に対し、研究倫

理講習を実施し、その効果測定を行った。 

環境安全については、地元自治会等との環境安全協定に基づき、化学物質、高圧
ガス等の自主管理や、排水、排ガス中の有害物質等の定期的な測定を実施するとと

もに、地元の自治会の参加のもと環境安全管理協議会を毎年開催し、理解を深め
た。 

さらに、安全衛生においても、職員の安全と健康の確保を図るため、毎月１回安

全衛生委員会を開催し、労働災害の防止と職員の健康増進に努めるとともに、メン
タルヘルスに関する研修を実施して職員の心の健康づくりに取り組んだ。 

以上の取組を継続して実施することにより、中期計画を達成する見込み。 

A   

各年度評価 

R4 R5 R6 

A A A 
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小項目 14 

 

中
期
目
標 

第５ その他業務運営に関する重要事項 

（略） 

２ 施設等の有効活用 

施設整備や修繕について、中長期的な計画を策定のうえ取り組むとともに、適切な維持管理を行うことにより、良好な状態を維持し、施設の長寿命化を図る。 

また、中小企業等のニーズの変化に柔軟に対応した機器整備を行うことにより、試験計測や技術開発などのサービス向上を図る。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第９ その他業務運営に関する重

要事項の目標を達成するためとる
べき措置 

（略） 

２ 施設等の有効活用 

(1) 施設の長寿命化  

施設の点検を定期的に実施し、

適切な維持管理を行うとともに、
長寿命化に向け、第一期中期計画
期間に作成した中期修繕実施計画

（10 年計画）に基づいて、計画的
な施設の整備に努める。また、第
二期中期計画期間の後半に、中期

修繕実施計画の見直しを行い、第
三期中期計画期間以降の次期中期
修繕実施計画（10 年計画）を作成

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 機器整備によるサービスの向

上 

中小企業等のニーズの変化に柔
軟に対応した機器整備を行い、試

験計測メニューの充実を図る等、
サービスの向上に努める。 

 

第９ その他業務運営に関する

重要事項の目標を達成するため
とるべき措置 

（略） 

２  施設等の有効活用 

(1) 施設の長寿命化  

・ 「神奈川県立産業技術総合研

究所修繕実施計画」に従って、
施設の老朽化に対応するととも
に、施設や設備の状況に応じた

長寿命化を推進する。 

 

 

・ 次期中期修繕実施計画の策定
に向け、建物施設の劣化診断を
実施し修繕所要額を積算する報

告書を作成する。 

・ 不具合や改善提案箇所を幅広
く収集し、照明のＬＥＤ化等必

要な修繕や施設内の改善を立
案・実施する。 

 

・ 施設を活用し、近隣小学校と
の交流行事や学習の場所の提供
等地域共生・貢献を推進する。 

 

 

 

 

 

(2)  機器整備によるサービスの

向上 

・ 補助金などを活用し、中小企
業のニーズや費用対効果の高い

機器を優先的に導入する。ま
た、県の政策課題に対応するた
めに必要な機器を整備する。 

第９ その他業務運営に関する重要事項

の目標を達成するためとるべき措置 

（略） 

 

２  施設等の有効活用 

(1) 施設の長寿命化 

・ 「神奈川県立産業技術総合研究所修

繕実施計画」に従って、自動制御設備
更新工事、空調用ポンプ取替工事、蛍
光ランプＬＥＤ化工事を実施し、施設

の老朽化に対応するとともに、施設や
設備の状況に応じた長寿命化を推進し
た。 

・  次期中期修繕実施計画の策定に向
け、建物施設の劣化診断を実施し、修
繕に係る所要額を積算した報告書を作

成した。 

・ 施設に関する不具合や改善提案個所
を幅広く収集し、電源引込みケーブル

交換工事、屋上冷却塔修理工事、消防
設備修繕工事、路面補修工事等、必要
な修繕や施設の改善を実施した。 

・ 施設を活用し、隣接する小学校の２
学年児童 210 名と正面ロータリーの花
壇に植栽を行うなど、交流行事の実施

や学習の場の提供等を通じて、地域共
生及び地域貢献の推進に取り組んだ。 

・社会福祉法人に、除草作業の委託やパ

ン等の販売機会の提供を行った。 

 

(2)  機器整備によるサービスの向上 

 

・ 機器整備計画に基づき、ＪＫＡ「公
設工業試験研究所等における機械設備

拡充補助事業」を活用して、走査型プ
ローブ顕微鏡を導入したほか、事業収
入により赤外分光放射計測装置、微小

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

(1) 施設の適切な維持管理 

大規模修繕工事等を計画的に実施する

とともに、予期せぬ故障のため電源引込
みケーブル交換工事を実施するなど迅速
かつ適切な維持管理に努めたことを評価

する。 

隣接する小学校との地域交流事業を着
実に実施したことを評価する。また社会

福祉法人を通じた障害者の就労の場の提
供など、地域共生へ貢献したことを評価
する。 

 

(2) 機器整備 

 補助金を効果的に活用し、ニーズの高

い機器を導入してサービスの向上に取り
組んできたことを評価する。 

 

【課題】 

(1) 施設の適切な維持管理 

海老名本部の施設老朽化に伴う維持管

理費用の増加が確実に見込まれるため、
優先順位を見極めつつ、より効果的な維
持管理に取り組む必要がある。 

隣接する小学校の児童数が急激に増え
ており、今後、従来の形式での交流が難
しくなる可能性があることから、交流行

事の内容や方法等を見直す必要がある。 

 

(2) 機器整備 

 老朽化が進む機器を適切に維持し、引
き続き中小企業のニーズや費用対効果の
高い機器を整備していくとともに、県の

A 
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 ・ 機器整備計画に基づき、老朽
化した設備機器の更新・廃棄を

検討・実施し、適切な機器整備
に努める。 

・ 信頼性の高い試験データを提

供するため、機器の精度を維持
する保守・校正点検を確実に実
施する。 

・ 機器整備に必要な費用を積算
し、計画的に試験研究環境の整
備を実施する。 

部蛍光Ｘ線分析装置、疲労試験機等を
導入した。また、３Ｄデジタイザなど

を活用した評価機能について、Ｗｅｂ
サイトで事例を紹介するなど、支援体
制の強化に取り組んだ。（再掲） 

・ 事業収入の状況や企業ニーズに応じ
て機器整備計画を継続的に修正した。
また、機器の廃棄や設置環境の整備を

積極的に進めた。（再掲） 

・ 試験計測機器の保守・更新、校正管
理を適切に実施した。（再掲） 

政策課題等に対応した機器を整備してい
く必要がある。 

  中期目標期間（令和４年度～令和８年度）に関する特記事項 R4-R8 R4-R8 第２期見込評価特記事項 

  施設等の有効活用のため、修繕実施計画に則り計画的に工事等を実施するととも
に、巡回点検報告や職員提案を集約し、優先度に応じて修繕を実施し適正な維持管

理に努めた。 

また、隣接する小学校との地域交流事業や社会福祉法人を通じた障害者の就労の
場の提供など、地域共生へ貢献した。 

機器整備についても、計画に基づき、必要な整備や保守等の実施に努めた。 

以上の取組を継続して実施することにより、中期計画を達成する見込み。 

A   

各年度評価 

R4 R5 R6 

A A A 
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小項目 15 

 

中
期
目
標 

第５ その他業務運営に関する重要事項 

（略） 

３ 広報の強化 

サービス内容や研究成果等を積極的に広報することにより、認知度の向上、利用者の拡大や研究成果等の普及等を図る。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第９ その他業務運営に関する重
要事項の目標を達成するためとる

べき措置 

（略） 

３ 広報の強化 

ホームページやメールマガジ
ン、展示会、新聞発表、YouTube

等による動画配信など広報ツール

を積極的に活用し、特徴ある保有
設備の仕様や技術支援事例を積極
的に公開する。また、利用者への

技術情報提供を継続的に実施する
ことで、研究成果の普及や、事業
紹介、所有機器等の利用拡大を推

進する。さらに、社会の変化に応
じて新たな広報ツールを活用する
など、認知度向上に努める。 

特に、ホームページの活用にお
いては、ＳＥＯ対策（ホームペー
ジを最適化し、検索順位を上げる

取組）を実施し、広報の有効性向
上を図る。 

 

第９ その他業務運営に関する
重要事項の目標を達成するため

とるべき措置 

（略） 

３ 広報の強化 

・ 施設・機器紹介や成果発表、
各種イベント、フォーラム・セ
ミナー等の情報を、動画配信等

によりタイムリーにＷｅｂで紹
介するとともに、成果発表やフ
ォーラム・セミナー等について

複数の広報ツールを用いた多角
的な情報発信を行うことで広報
活動による集客を向上させる。 

 

 

・  公式ホームページの最適化

（ＳＥＯ対策、紙媒体広報誌の
記事ページ化）を行うほか、一
般公開、Innovation Hub、技

術交流フォーラムの実施、外部
広告媒体への出稿、展示会への
出展、ＹｏｕＴｕｂｅ、メール

マガジンの広報手段の改善を随
時実施する。 

・  新たに開設したＸ（旧

Twitter）のＫＩＳＴＥＣ公式
アカウントを運用し、潜在的な
利用者層向けに事業の周知や集

客活動を行い、広報範囲の拡大
を図る。 

・ 全所的な広報活動を効果的・

効率的に実現するため、メール
マガジン配信用システムの見直
しを検討する。 

第９ その他業務運営に関する重要事項
の目標を達成するためとるべき措置 

（略） 

 

３ 広報の強化 

・ 施設・機器紹介、成果発表、各種イ
ベント、フォーラム及びセミナー等の
情報について、動画配信等を活用し、

Ｗｅｂ上でタイムリーな情報発信を行
い、さらにＸ（旧 Twitter）による情報
拡散に取り組んだ。特に、成果発表や

フォーラム・セミナー等については、
メールマガジン（計 36回、延べ 299千
件に配信）を含め複数の広報ツールを

用いた多角的な情報発信を行い、広報
活動による集客の向上を図った。 

・ 公式ホームページの最適化（ウェブ

アクセシビリティへの対応、紙媒体広
報誌の記事ページ化）を進めるととも
に、施設公開デー、Ｉｎｎｏｖａｔｉ

ｏｎ Ｈｕｂ、技術交流フォーラム（41

回）の開催、外部広報媒体への出稿、
展示会への出展（テクニカルショウヨ

コハマ、産業交流展）を実施したう
え、Ｘ（旧 Twitter）での発信活動を進
めた。また、ＹｏｕＴｕｂｅ掲載用の

事業ＰＲ動画の制作を行ったほか、メ
ールマガジン等の広報手段について、
随時改善を実施した。 

・ なお、「Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ Ｈｕ
ｂ」では、技術職員の研究発表（延べ
53 名、前年度比 32 名増）を推奨し、

参加者との積極的な意見交換を行うな
ど、職員の研究力向上も視野に入れた
改善を行った。 

・ 新たに開設したＸ（旧 Twitter）のＫ
ＩＳＴＥＣ公式アカウントを運用し、
潜在的な利用者層に向けた事業周知及

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

・ Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ Ｈｕｂについ
て、様々な改善を図り効果が得られ
た。具体的には、経常研究や事業化促

進研究などに関する職員からの発表
（21件→53件）を中心とし、職員の業
績発表会としての要素を強く打ち出

し、研究力強化を図ることができた。
また、プロジェクト研究の成果につい
ても技術部のセッションに組み込むな

ど、全所的な内容を打ち出すことがで
きた。さらに、開催するセッション数
を増加（13件→20件）させたほか、イ

ベント全体への共催・後援機関を増加
（31機関→55機関）させることで、多
くの交流と情報提供の機会を創出する

ことができた。 

・ 施設公開デーについて、様々な改善
を図り効果が得られた。具体的には、

見学ツアーを午前開催としたことによ
り、午後の時間帯に見学時間を十分に
確保でき、実験室訪問者数増加と自由

見学参加者の満足度向上に繋がった。
また、のぼり設置により、近隣への周
知効果が得られ、近隣住民参加者がい

たほか、当日参加が得られた。 

・ 事業ＰＲ動画について、多角的な情
報発信を行うための組織紹介動画を制

作することができた。 

・ KISTEC NEWS onlineについて、従
前からの刊行物である KISTEC NEWS

の特集・研究紹介をホームページ上に
コンテンツ掲載することにより、多角
的な情報発信を開始した。 

A   
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び集客活動を行うことで、広報範囲の
拡大を図った。 

・ 全所的な広報活動を効率的かつ効果
的に実施するため、メールマガジン配
信システムの見直しについて検討を実

施した。 

・ 展示会出展について、例年通り産業
交流展とテクニカルショウヨコハマに

出展したが、テクニカルショウヨコハ
マでは、従来形式のパネル＋展示物＋
説明員での出展をやめ、「ミニプレゼ

ン」ブースとして出展を行い、職員が
自身の研究や業務実績をＰＲできる場
を提供し研究力向上を図った。また、

同時開催されたＣＵＰ－Ｋ主催セミナ
ーとの連動や、出展者セミナーでのプ
レゼンテーションを行うことにより、

より多くの連携機会を創出した。 

・ Ｘの投稿を継続的に行い（週２～３
回）、反応を分析し、広報効果を検討し

た。 

 

【課題】 

・ 主催イベントである施設公開デーや
Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ  Ｈｕｂについ
て、参加者数が前年度を下回ったため、

より多くの相談、情報提供や交流の機会
を増やすべく、開催方法や開催形式の見
直しを検討する。 

・ KISTEC NEWS online について、過
去発行分を公式ホームページに掲載す
る。 

・ Ｘ（旧 Twitter）について、外部機関
との相互フォロー等の連携を拡充する。 

・ メールマガジンを統合配信できるよ

う所内調整を進めたうえ、配信システム
の運用方法についても検討する。 

  中期目標期間（令和４年度～令和８年度）に関する特記事項 R4-R8 R4-R8 第２期見込評価特記事項 

  技術情報オンライン提供件数を数値目標に掲げ、従前の公式ホームページによる
情報発信やメールマガジン配信に加えて、技術交流フォーラムのハイブリッド開
催、ＳＮＳの活用（公式ＹｏｕＴｕｂｅチャンネルでの動画配信、公式Ｘによる定

期的投稿）といったオンラインによる新たな広報媒体を取り入れ、多角的なチャネ
ルを活用した技術情報等の提供を行うとともに、各種イベント等と広報媒体との連
動性向上に努め、Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ Ｈｕｂ、施設公開、展示会への出展活動を

通じて、法人の認知度向上や新規利用者の拡充を図った。 

ホームページの活用においては、ＳＥＯ対策（ホームページを最適化し、検索順
位を上げる取組）を適宜実施するとともに、公式ホームページのユニバーサルデザ

イン化を目指し、国際標準に則ったウェブアクセシビリティへの対応を進めた。 

A   

各年度評価 

R4 R5 R6 

A A A 

 


